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平成 17 年 3 月期   決算短信（連結） 平成 17年 5 月 13日 

上 場 会 社 名        大明株式会社 上場取引所 東証第１部 
コ ー ド 番 号        1943 本社所在都道府県 東京都 
（ＵＲＬ  http://www.daimei.co.jp/） 
代  表  者 役職名 代表取締役社長  氏名  三原 種昭 
問合せ先責任者 役職名 常務取締役経営管理本部長  氏名 原  昭史  ＴＥＬ（03）5434－1121 
決算取締役会開催日 平成 17 年 5月 13日 
米国会計基準採用の有無  無 
 
１． 17 年 3 月期の連結業績（平成 16年 4 月 1日～平成 17 年 3 月 31日） 
（1)連結経営成績 （注）百万未満は切り捨てて表示してあります 
 売 上 高     営業利益 経常利益 
 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

17 年 3 月期 
16 年 3 月期 

101,110 
91,228 

10.8 
9.1 

6,199 
4,822 

28.6 
32.0 

6,164 
4,758 

29.5 
49.4 

 

 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益        

株主資本当 
期純利益率 

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高 
経常利益率 

 百万円 ％  円 銭  円 銭 ％ ％ ％ 
17 年 3 月期 
16 年 3 月期 

2,978 
1,852 

60.8 
89.5 

72 66 
45  17 

65 28 
41 30 

9.6 
6.4 

8.8 
6.9 

6.1 
5.2 

（注）①持分法投資損益 17 年 3 月期 10 百万円 16 年 3 月期 17 百万円 
     ②期中平均株式数(連結) 17 年 3 月期 40,310,994株 16 年 3 月期 40,230,621株 
     ③会計処理の方法の変更   有 
      ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
（2)連結財政状態 （注）百万未満は切り捨てて表示してあります 
 総 資 産      株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
 百万円 百万円 ％ 円  銭 

17 年 3 月期 
16 年 3 月期 

69,911 
69,483 

32,460 
29,792 

46.4 
42.9 

802 86 
739 97 

（注) 期末発行済株式数(連結) 17 年 3月期   40,368,627株   16 年 3月期        40,213,963株 
 
（3)連結キャッシュ･フローの状況 （注）百万未満は切り捨てて表示してあります 

 
営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円 

17 年 3 月期 
16 年 3 月期 

3,156 
4,525 

△ 300 
△2,284 

△2,895 
△2,299 

18,445 
18,463 

 
（4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
連結子会社数   13社 持分法適用非連結子会社数   -社 持分法適用関連会社数  -社 
 
（5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
連結 （新規)   1社 （除外)   -社    持分法 （新規)   -社 （除外)   1社 
 
２．18 年 3月期の連結業績予想（平成 17 年 4月 1 日～平成 18 年 3月 31日） 
 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円 
中 間 期 
通    期 

44,100 
102,500 

2,450 
6,200 

1,100 
3,100 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）  76円 79 銭 

 

（注）上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る
本資料発表日現在における仮定を前提としています。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる結
果となる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項につきま
しては、添付資料の９ページをご参照ください。 
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１．企 業 集 団 の 状 況 
 
当社グループは、当社及び子会社１４社で構成され、ＮＴＴネットワークエンジニアリング、モバイ

ルネットワークソリューション、ＩＴソリューション、総合設備エンジニアリングの４事業を主な内容

とし、更にこれに関連する建設機材等の販売及び賃貸、警備保障業務、業務受託等の事業活動を行って

おります。 

事業の系統図は概ね次のとおりです。 

 

※下表中の子会社である東邦建㈱は日本証券業協会（JASDAQ）に上場しております。 

エンジニアリング・建設機材等販売
建設機材等賃貸・警備保障業務
業務受託・システム設計･保守

　子会社１４社 東邦建（株） （連結対象子会社１３社）
大明テレコム（株）ほか

得　　　　　　　意　　　　　　　先

IT ソ リ ュ ー シ ョ ン

大　　　　明　　　　（株）

子　　　会　　　社 

総 合 設備 エンジニアリング

ＮＴＴネットワークエンジニアリング

モバイルネットワークソリューション

エ
ン
ジ
ニ
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リ
ン
グ

情
報
シ
ス
テ
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入

シ
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２ ．経   営   方   針 
 

(１)経営の基本方針 
当社は、企業理念「高度情報化の進展と豊かな社会の創造に貢献する」を基本に、２１世紀にお

ける「ＩＴエンジニアリング＆サービス会社」として、グループ会社が一体となって、企業価値を

より高めていくことを方針としております。 
上記方針の実現と大明ブランドの確立を通し、株主、顧客、取引先、従業員などのステークホル

ダーの期待に応えられる経営を目指しております。 
また、「競争優位への企業変身」「顧客満足（ＣＳ）の向上」「人材育成」を長期方針として、業

容の拡大、コストリダクション及び安全の確保と品質の向上にグループ会社をあげて取り組んでお

ります。 
さらに、「法令遵守と高い倫理観」及び「企業行動の透明性確保」によって、良き企業市民とし

て信頼の確保に取り組んでまいります。 
 

(２)利益配分に関する基本方針 
当社は、配当性向等を総合的に勘案しつつ、株主の皆様に安定した配当を行なうことを基本とし

ております。 
また、内部留保資金につきましては、中長期的視点から将来の事業展開に備えるとともに経営基

盤の強化をはかることを使途として考えております。 
なお、当社は中間配当制度は実施いたしておりません。 
 

(３)投資単位の引下げに関する考え方及び方針等 
当社では、当社株式が適正に評価されること及びその流動性を高めることが重要な課題としてと

らえております。 
投資単位の引き下げにつきましては、現状の株価水準等から直ちに実施すべき状況ではないと考

えております。 
本問題については、今後の市場動向等を勘案しつつ慎重に対処していきたいと考えております。 
 

(４)目標とする経営指標 
当社は、企業価値向上のための目標値として株主資本当期純利益率（ＲＯＥ）が１０％に向上す

るよう努力をしてまいります。 
 

(５)中長期的な経営戦略 
当社の事業に関わりの深い情報通信分野においては、「音声、固定」から「ＩＰ、移動」へ需要

のシフト、さらには本格的なブロードバンド時代の到来、また、すべての情報がネットワーク流通

の対象となる時代が到来しつつあります。 
このような事業環境のなか、当社は中期的経営戦略として「ＩＴビジネス市場に対応する体制の

確立」「移動体ビジネスの拡大」「コスト競争力強化と品質向上によるお客様の信頼（ＣＳ）確保」

を通して、企業価値の向上を目指すとともに、企業活動はもとより各種活動を展開し社会貢献を目

指してまいる所存であります。 
また、当社グループの業容拡大をはかるため従来の情報通信ネットワークエンジニアリング事業

及びモバイルネットワークソリューション事業を経営の基盤としつつ、情報通信関連のＩＴ技術の

強化をはかり、ソリューション事業などＩＴビジネス市場における優位性と競争力の強化に取り組

んでまいります。 
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(６)対処すべき課題 
当社を取り巻く経営環境は、国内企業の業績が緩やかな回復基調にあり、日本経済回復に対する

期待感のなかで推移しておりますが、当社の事業領域である情報通信分野におきましても高度情報

通信社会の形成に向けて、大きな可能性が期待されております。 
このため産業構造及び市場動向の変化へ対応し、利益率を向上することが基本的課題となります

ので、グループ全体で以下の課題に取り組んでまいります。 
① コスト構造の見直し 
② 施工体制の充実 
③ 人材育成 
④ 技術力の強化 
⑤ 生産性の向上 
⑥ 品質の向上 
⑦ 安全の確保 
 

（７）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 
当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、株主を始めとするすべてのステー

クホルダーに対し、経営の透明性、効率性を確保するため組織体制や仕組みを整備し、必要な施策

を実施していくことが、経営上の最も重要な課題のひとつと位置付けております。 
 
①会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナ

ンス体制の状況 
迅速な意思決定と業務執行機能の向上、監視機能の強化をはかるため取締役本来の機能と執行

機能を明確にした執行役員制度を導入しました。 
現在の取締役は８名で、社外取締役は選任しておりません。 
取締役会は、毎月 1回の開催を原則としており、重要事項はすべて付議され、業績の進捗につ
いても議論し、対策等の検討も行っております。 
執行役員は、取締役会に適宜出席するとともに毎月 1回開催される定例会議等に出席するなど、

円滑な業務執行が行われるよう討議の場を確保しております。 
 
②監査役制度と内部監査、会計監査人の状況 

当社は監査役制度を採用しております。 
監査役は４名で、うち２名が社外監査役であり、社外監査役１名を含む３名が常勤監査役であ

ります。 
内部監査部門（社長直轄組織、考査室９名（兼務を含む））及び会計監査人とは必要な都度、

相互の情報交換など連携を密にして監査の実効性向上を目指しております。また、監査役の専任

スタッフは置いておりません。 
監査役の監査活動は監査計画をもとに取締役会、事業戦略会議等重要な会議への出席、事業部

門、支店、子会社などの調査、代表取締役社長との意見交換会、会計監査人からの監査計画及び

会計監査結果の報告等を定期的に実施しております。 
会計監査については、あずさ監査法人を選任しております。 

業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人名 
指定社員業務執行社員 公認会計士  亀岡 義一   あずさ監査法人 
指定社員業務執行社員 公認会計士  高山  勉   あずさ監査法人 
指定社員業務執行社員 公認会計士  岩出 博男   あずさ監査法人 
当期における当社の監査法人に対する監査報酬は以下のとおりであります。 
監査契約に基づく監査証明に係る報酬  ３３百万円 
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③会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係または取引関係その他利害

関係の概要 
社外監査役は２名であります。また、社外取締役は選任しておりません。社外監査役との人的

関係、資本的関係または取引関係、その他の利害関係はありません。 
 
④会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取り組みの最近の 1年における実施状況 

企業活動における法令遵守、公正性、倫理性を確保するため平成 14年 11月に社長を委員長と
したコンプライアンス委員会並びにコンプライアンス推進室を設置しております。平成 17 年 1
月、2年前に制定した「大明企業行動憲章」を見直し、新たに「大明グループ企業行動憲章」と
して制定いたしました。本憲章により大明グループ全体での法令、企業倫理の遵守を徹底すると

ともに、社会と企業の持続的成長をはかるためＣＳＲ（企業の社会的責任）としての取組みも合

せて進めております。 
また情報資産の管理の徹底をはかるため、「情報セキュリティ基本方針」並びに「個人情報保

護方針」を制定したほか、ＩＳＭＳ（情報セキュリティマネジメントシステム）の認証取得の取

組みを進めているところであります。 
当社のコーポレート・ガバナンス体制、内部統制及びリスク管理体制の整備の状況の模式図は

以下のとおりです。 

株　　主　　総　　会

　　監査

監査

考査室 ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ推進室

社内窓口

社外窓口

会
　　　　　監査

弁

計 護

監 　監査 監査 士

査

人 監査

　　　監査 　事業部門

　　　（安全品質管理・営業・施工・管理部門、支店）

　　　監査

　監査

ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ委員会

ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ等
相談窓口

取締役会

社内取締役

監査役会

社内監査役

常務

監督

関係会社

社外監査役

執行役員

常　務　会

執行役員会

社長

考査室
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３ ．経営成績及び財政状態

 

(１)当期の概況 
当期における日本の経済は、緩やかで持続的な回復基調にあり、公共投資に厳しさがあるものの

設備投資が引き続き堅調なほか、個人消費に持ち直しの動きがみられるなど、景気回復の期待のな

かで推移しております。 

情報通信関連分野においては、市場環境の大きな変化のなか、モバイル、光アクセス、インター

ネットなどによる通信手段の多様化、そしてブロードバンド化、ユビキタス化、ＦＭＣ（固定と移

動体の融合）によるサービスの多様化により、新しい社会への貢献に大きな期待が寄せられており

ます。 

当社グループの事業に関わりの深い東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社にお

いては、光ＩＰサービスの本格的な展開など、ブロードバンド市場に対して光アクセス網の構築に

積極的に取り組まれております。 

また、各移動通信キャリアにおいては第３世代携帯電話のサービスの促進と充実に向け堅調な設

備投資が持続しております。 

このような事業環境のなか、当社においては営業部門と施工部門を一体とした組織運営により、

エンジニアリング事業に対しては安全と品質を基本に施工能力の向上、コスト競争力の強化を進め

てまいりました。またソリューション事業に対しては、お客さまへの提案営業の充実による受注拡

大をはかるとともに、ＩＰ技術力の強化などに積極的に取り組み、業績の向上に努めてまいりまし

た。その結果、当期の連結の経営成績としては、受注高は１，０２４億６千５百万円（前年同期比

１６．７％増）、売上高は１，０１１億１千万円（前年同期比１０．８％増）となりました。 
また、業務効率の向上、採算性に注力した結果、経常利益は６１億 6 千４百万円（前年同期比 

２９．５％増）、当期純利益は２９億 7千８百万円（前年同期比６０．８％増）となりました。 
当社は平成１８年２月の創業６０周年を迎えるにあたり、大明ビジョン－ＢＢ２１（平成１５年

４月）を策定し１，０００億円カンパニーを目指してまいりました。当期においては、各種施策の

実施により、目標としておりました１，０００億円カンパニーを達成することができました。 
当期の期末配当金につきましては１株当たり１２円を予定しておりましたが、これを記念して１

株につき３円の特別配当を加え１株当たり１５円（普通配当６円、特別配当９円）とさせていただ

くことといたしました。 

 

(２)事業の種類別概況 
①ＮＴＴネットワークエンジニアリング 

ＮＴＴネットワークエンジニアリングにおいては、本格的なブロードバンド時代に備えたアク

セス系光工事が継続しており、受注拡大に努めた結果、受注高は３２８億７千２百万円（前年同

期比２．５％増）、売上高は３３７億４千万円（前年同期比２．６％増）となりました。 

 

②モバイルネットワークソリューション 

第３世代サービスなど新サービスの促進に向けた積極的な設備投資を受け、受注拡大に努めた

結果、受注高は４３２億２千９百万円（前年同期比３６．２％増）、売上高は３９３億２千４百

万円（前年同期比１９．０％増）となりました。 

 

③ＩＴソリューション 

技術革新と厳しい受注競争が展開されているなか、新たな事業及び新規顧客への取り組みなど

受注拡大に努め、受注高は８４億１千６百万円（前年同期比１７．７％増）、売上高は８０億４

千２百万円（前年同期比１３．５％増）となりました。 
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④総合設備エンジニアリング 

一般キャリア関係などを中心に受注拡大に努めた結果、受注高は１７９億４千７百万円（前年

同期比６．９％増）、売上高は２００億３百万円（前年同期比１０．０％増）となりました。 

 
【連結受注実績】 （単位：百万円） 

工事種別 前連結会計年度 当連結会計年度 増 減 

ＮＴＴネットワークエンジニアリング ３２，０７０ ３２，８７２ ８０１

モバイルネットワークソリューション ３１，７４８ ４３，２２９ １１，４８０

Ｉ Ｔ ソ リ ュ ー シ ョ ン ７，１５３ ８，４１６ １，２６３

総 合 設 備 エ ン ジ ニ ア リ ン グ １６，７９２ １７，９４７ １，１５５

合 計 ８７，７６５ １０２，４６５ １４，７００

 
【連結売上実績】 （単位：百万円） 

工事種別 前連結会計年度 当連結会計年度 増 減 

ＮＴＴネットワークエンジニアリング ３２，８９９ ３３，７４０ ８４１

モバイルネットワークソリューション ３３，０５１ ３９，３２４ ６，２７２

Ｉ Ｔ ソ リ ュ ー シ ョ ン ７，０８６ ８，０４２ ９５５

総 合 設 備 エ ン ジ ニ ア リ ン グ １８，１９１ ２０，００３ １，８１１

合 計 ９１，２２８ １０１，１１０ ９，８８１

（注）事業領域の変化に対応して、当連結会計年度より工事種別を後述のとおり変更しています。 

NTT ネットワークシステム（所外・所内）工事を「NTT ネットワークエンジニアリング」に、移動通信工事を「モ

バイルネットワークソリューション」に、一般システム工事のうち IT ソリューション分野については「IT ソリュ

ーション」に、一般電気通信事業者向け工事、官公庁向け工事、環境設備工事等については「総合設備エンジニア

リング」に、それぞれ区分しております。 

区分変更前の基準における受注高・売上高は次のとおりです。 

【連結受注実績】＜区分変更前＞ （単位：百万円） 
工事種別 前連結会計年度 当連結会計年度 増 減 

NTT ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ（所外）工事 ２８，３２７ ２８，５３５ ２０７

NTT ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ（所内）工事 ３，７４３ ４，３３７ ５９４

N T T 工 事 小 計 ３２，０７０ ３２，８７２ ８０１

移 動 通 信 工 事 ３１，７４８ ４３，２２９ １１，４８０

一 般 シ ス テ ム 工 事 ２１，２０１ ２２，９１３ １，７１２

海 外 工 事 △   ２ ― ２

そ の 他 事 業 ２，７４７ ３，４５０ ７０３

合 計 ８７，７６５ １０２，４６５ １４，７００

 
【連結売上実績】＜区分変更前＞ （単位：百万円） 

工事種別 前連結会計年度 当連結会計年度 増 減 
NTT ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ（所外）工事 ２８，６８８ ２９，５５４ ８６６

NTT ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ（所内）工事 ４，２１０ ４，１８５ △   ２４

N T T 工 事 小 計 ３２，８９９ ３３，７４０ ８４１

移 動 通 信 工 事 ３３，０５１ ３９，３２４ ６，２７２

一 般 シ ス テ ム 工 事 ２２，５３３ ２４，６２９ ２，０９５

海 外 工 事 △   ２ ― ２

そ の 他 事 業 ２，７４７ ３，４１５ ６６８

合 計 ９１，２２８ １０１，１１０ ９，８８１
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(３)財政状態（キャッシュ・フローの状況）   
当連結会計年度におけるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益による資金増加に対し、

グループ内の資金効率化のためのＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム）導入により、子

会社の外部からの短期及び長期借入金返済による資金減少があった結果、当連結会計年度末の現金

及び現金同等物は１８４億４千 5百万円となり、前連結会計年度に比し１千 8百万円の減少となり

ました。 

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。 

 
（営業活動によるキャッシュ・フロー） 
   売上債権の増加による資金減少１４億４千２百万円及び法人税等の支払増加による資金減少 
  ３１億 6千万円があったものの、税金等調整前当期純利益による資金増加５６億２千２百万円及び 
  仕入債務の増加による資金増加１２億 6千 4百万円となった結果、営業活動による資金は３１億 
  ５千６百万円の増加となり、前連結会計年度に比し１３億６千８百万円の減少となりました。 

 
（投資活動によるキャッシュ・フロー） 
   資金運用を目的とした 5億 5千 1百万円の投資有価証券を購入した結果、投資活動による資金は 
  ３億円の減少となり、前連結会計年度に比し１９億 8千３百万円の増加になりました。 

 
（財務活動によるキャッシュ・フロー） 
   ＣＭＳを導入し、子会社の外部からの短期借入金の返済１８億 9 千 2 百万円及び長期借入金の 
  返済 8億 2千 3百万円を実行した結果、財務活動による資金は２８億９千５百万円の減少となり、 
  前連結会計年度に比し５億９千５百万円の減少となりました。 

 
キャッシュ・フロー指標のトレンド 

 平成 14年 3月期 平成 15年 3月期 平成 16年 3月期 平成 17年 3月期
株主資本比率（％） ３８．８ ４０．６ ４２．９ ４６．４

時価ベースの株主資本比率（％） ２１．４ １７．５ ３１．７ ４８．９

債務償還年数（年） ２．５ ２．６ ４．１ ５．１

インタレスト・カバレッジ・レシオ ２３．１ １９．３ １５．７ １３．３

（注）株主資本比率 ： 株主資本／総資産 
時価ベースの株主資本比率 ： 株式時価総額／総資産 
債務償還年数 ： 有利子負債／営業キャッシュ・フロー 
インタレスト・カバレッジ・レシオ ： 営業キャッシュ・フロー／利払い 

 
※各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 
※株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 

 ※営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・ 
  フローを使用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を 
  支払っているすべての負債を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・ 
  フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 
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(４)次期の見通し 
今後の日本経済につきましては、設備投資が引き続き堅調なほか、個人消費に持ち直しの動きがみら

れるなど、緩やかな回復基調が継続するものと予想されていますが、原油価格や原材料価格の動向をは

じめ、見通しについて不透明な状況にあることに留意する必要があると思われます。 
情報通信関連分野では、光アクセス、ＩＰ電話などのブロードバンド化と、第３世代携帯電話をはじ

めとするモバイルマルチメディア化の流れが、キャリア間の熾烈な競争下でさらに加速されることが想

定されます。 
当社グループといたしましては、「ＩＴエンジニアリング＆サービス会社」としてブロードバンド、

モバイル、ＩＴをトータルにサポートし受注拡大に努めるとともに、一層のコスト競争力の強化に取り

組み、収益力の維持向上に努めてまいります。 
通期の連結業績につきましては、受注高は１，０４０億円（前期比１．５％増）、売上高１，０２５

億円（前期比１．４％増）、営業利益６３億円（前期比１．６％増）、経常利益６２億円（前期比０．６％

増）、当期純利益３１億円（前期比４．１％増）を見込んでおります。 
また、次期の配当につきましては、株主に対する利益還元を重要施策の一つと位置づけ、将来の事業

展開に備えた内部留保資金とのバランスを勘案しながら安定的な配当をすることとし、創業６０周年を

迎える期にあたり、１株につき３円の特別配当を加え１株当たり１５ 円（普通配当６円、特別配当９
円）を予定しております。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

注意事項 
本資料には、当社の現時点での計画、見通し、経営戦略及び経営方針に基づく将来の予測が含まれております。

この予測には、現時点で入手可能な情報に基づいて経営判断や前提が述べられております。 
そのため諸要件の変化により実際の業績は、本資料の予測とは大きく異なる可能性があります。従いまして本資

料における将来予測の記述が将来にわたって正確であることを保証するものではないことをご了解いただきますよ

うお願いいたします。 
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４．連 結 財 務 諸 表 等 
 
１．連結貸借対照表 

（単位：百万円） 

前連結会計年度末 
（平成 16年３月 31日） 

当連結会計年度末 
（平成 17年３月 31日） 

増 減 期  別 
 
科  目 金  額 金  額 金  額 
（ 資 産 の 部 ）    

    
流 動 資 産 ４９，７７６ ５０，５２２ ７４５ 
現 金 預 金 １４，３５１ １４，５００ １４８ 
受 取 手 形 １，０４２ ５９７ △   ４４５ 
完成工事未収入金 ２１，８３２ ２３，８７７ ２，０４４ 
売 掛 金 １，０００ ９２９ △    ７０ 
有 価 証 券 ４，４５０ ４，２５０ △   １９９ 
未成工事支出金等 ５，５１７ ４，９４３ △   ５７４ 
前 払 費 用 １９３ ６６ △   １２７ 
繰 延 税 金 資 産 ７０１ ６２６ △    ７４ 
その 他 流 動 資産 ７６９ ８５２ ８３ 
貸 倒 引 当 金 △    ８２ △   １２０ △    ３８ 

    
固 定 資 産 １９，７０７ １９，３８９ △   ３１８ 
有 形 固 定 資 産 １１，１４３ １０，４９１ △   ６５２ 
建 物 ・ 構 築 物 ６，８１６ ６，８５１ ３４ 
機械・運搬具・工具器具・備品 ５，１０２ ４，３７１ △   ７３１ 
土 地 ６，９０６ ６，８３１ △    ７４ 
減 価 償 却 累 計額 △ ７，６８２ △ ７，５６３ １１８ 

    
無 形 固 定 資 産 １９７ １０４ △    ９３ 
ソ フ ト ウ ェ ア ９６ ９８ １ 
そ の 他 １０１ ６ △    ９４ 

    
投資その他の資産 ８，３６６ ８，７９３ ４２７ 
投 資 有 価 証 券 ３，７０９ ４，３９１ ６８２ 
長 期 預 金 ２，５００ ２，５００ ― 
長 期 貸 付 金 １７８ １２３ △    ５４ 
繰 延 税 金 資 産 ６９３ ６１１ △    ８１ 
そ の 他 投 資 等 ２，４５１ ２，３８５ △    ６６ 
貸 倒 引 当 金 △ １，１６５ △ １，２１８ △    ５３ 

    
    

資 産 合 計 ６９，４８３ ６９，９１１ ４２７ 
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（単位：百万円） 

前連結会計年度末 
（平成 16年３月 31日） 

当連結会計年度末 
（平成 17年３月 31日） 

増 減 期  別 
 
科  目 金  額 金  額 金  額 
（ 負 債 の 部 ）    

    
流 動 負 債 ２０，６３３ １８，３１３ △ ２，３２０ 
支 払 手 形 ４９２ ３７１ △   １２１ 
工 事 未 払 金 １０，５６６ １２，００８ １，４４２ 
短 期 借 入 金 ３，９９４ １，８４３ △ ２，１５０ 
未 払 金 １，３２３ １，２７９ △    ４３ 
未 払 法 人 税 等 １，９０４ １，２６３ △   ６４１ 
未 成 工 事 受 入金 １，５７２ ７３５ △   ８３６ 
完成工事補償引当金 １１ １３ ２ 
その 他 流 動 負債 ７６９ ７９７ ２８ 

    
固 定 負 債 １６，２９５ １６，２８８ △     ６ 
社 債 ― １００ １００ 
転 換 社 債 ６，８７６ ６，８７５ △     １ 
長 期 借 入 金 ７，６１７ ７，２３４ △   ３８２ 
繰 延 税 金 負 債 ２５ ２８ ３ 
退 職 給 付引 当金 １，４４８ １，５０３ ５５ 
役員退職慰労引当金 ― ３１４ ３１４ 
連 結 調 整 勘 定 １６１ ６９ △    ９１ 
再評価に係る繰延税金負債 １４５ １４５ ― 
その 他 固 定 負債 ２１ １７ △     ４ 

    
負 債 合 計 ３６，９２８ ３４，６０２ △ ２，３２６ 
（少数株主持分）    

    
少 数 株 主 持 分 ２，７６２ ２，８４８ ８６ 

（ 資 本 の 部 ）    

    
資 本 金 ５，５７６ ５，５７７ ０ 
資 本 剰 余 金 ３，９９１ ３，９９２ ０ 
利 益 剰 余 金 ２０，１５７ ２２，６１４ ２，４５７ 
土地再評価差額金 △   １３７ △   １３０ ７ 
その他有価証券評価差額金  ４８１ ６４０ １５８ 
自 己 株 式 △   ２７７ △   ２３３ ４４ 

    
資 本 合 計 ２９，７９２ ３２，４６０ ２，６６８ 

負債・少数株主持分 
及 び 資 本 合 計 

６９，４８３ ６９，９１１ ４２７ 
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２．連結損益計算書 

（単位：百万円） 
前連結会計年度 
自 平成１５年４月 １日 
至 平成１６年３月３１日 

当連結会計年度 
自 平成１６年４月 １日 
至 平成１７年３月３１日 

増 減 期  別 
 
科  目 金  額 金  額 金  額 

完 成 工 事 高  ９１，２２８  １０１，１１０  ９，８８１ 

完 成 工 事 原 価  ７９，５６８  ８７，２０２  ７，６３４ 

完 成 工 事 総 利 益  １１，６５９  １３，９０７  ２，２４７ 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  ６，８３７  ７，７０７  ８６９ 

営 業 利 益  ４，８２２  ６，１９９  １，３７７ 

営 業 外 収 益       

受 取 利 息 １６  １３  △   ２  

受 取 配 当 金 ６４  ６７  ３  

連 結 調 整 勘 定 償 却 額 １４４  ５６  △  ８７  

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 １７  １０  △   ６  

不 動 産 賃 貸 料 ４５  ８６  ４１  

そ の 他 ７０ ３５８ １００ ３３５ ２９ △  ２２ 

営 業 外 費 用       

支 払 利 息 ２８１  ２４５  △  ３６  

為 替 差 損 １４  ―  △  １４  

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 ―  ７５  ７５  

そ の 他 １２５ ４２１ ５１ ３７１ △  ７４ △  ４９ 

経 常 利 益  ４，７５８  ６，１６４  １，４０５ 

特 別 利 益       

投 資 有 価 証 券 売 却 益 ８４  ７５  △   ９  

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 ２０２  ―  △ ２０２  

保 険 解 約 返 戻 金 ２９ ３１６ ５２ １２８ ２３ △ １８８ 

特 別 損 失       

固 定 資 産 除 却 損 ２２  ３７  １４  

関 連 会 社 株 式 売 却 損 ―  ４６  ４６  

役 員 退 職 慰 労 金 ８４  ３９  △  ４４  

過年度役員退職慰労引当金繰入額 ―  ３５６  ３５６  
退職給付会計基準変更時差異償却 ５６  ５６  ―  

投 資 有 価 証 券 評 価 損 ８５  ―  △  ８５  

無 形 固 定 資 産 評 価 損 ―  ９３  ９３  

訴 訟 和 解 金 ６６  ３９  △  ２７  

商 品 評 価 損 ９６ ４１２ ― ６６９ △  ９６ ２５７ 

税金等調整前当期純利益  ４，６６３  ５，６２２  ９５９ 

法人税、住民税及び事業税  ２，７３３  ２，５０７  △ ２２６  

法 人 税 等 調 整 額 △ １２０ ２，６１３ ５１ ２，５５９ １７２ △  ５４ 

少 数 株 主 利 益  １９７  ８４  △ １１２ 

当 期 純 利 益  １，８５２  ２，９７８  １，１２６ 
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３．連結剰余金計算書 
（単位：百万円） 

前連結会計年度 
自 平成１５年４月 １日 
至 平成１６年３月３１日 

当連結会計年度 
自 平成１６年４月 １日 
至 平成１７年３月３１日 

増 減       期   別 

 
 科   目 金  額 金  額 金  額 

（ 資 本 剰 余 金 の 部 ）       

資本剰余金期首残高        ３，９９１  ３，９９１  ― 

資本剰余金増加高       

資本準備金増加高 ― ― ０ ０ ０ ０ 

資本剰余金期末残高  ３，９９１  ３，９９２  ０ 

       

（ 利 益 剰 余 金 の 部 ）       

利益剰余金期首残高  １８，８２９  ２０，１５７  １，３２８ 

利益剰余金増加高       

当期純利益 １，８５２  ２，９７８  １，１２６  

新規連結による利益剰余金増加高 ― １，８５２ １６ ２，９９５ １６ １，１４３ 

利益剰余金減少高       

株主配当金 ４８０  ４８２  ２  

取締役賞与金 ３３  ４４  １０  

土地再評価差額取崩高 ―  ７  ７  

自己株式処分差損 １０ ５２４ ３ ５３８ △   ６ １４ 

利益剰余金期末残高  ２０，１５７  ２２，６１４  ２，４５７ 
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４．連結キャッシュ・フロー計算書 
（単位：百万円） 

前 連 結 会 計 年 度 
自 平成１５年４月 １日 
至 平成１６年３月３１日 

当 連 結 会 計 年 度 
自 平成１６年４月 １日 
至 平成１７年３月３１日 

増 減                期   別 
 
科   目 

金   額 金   額 金   額 
Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 ４，６６３ ５，６２２ ９５９ 
減 価 償 却 費  ７０２ ６４４ △     ５８ 
各種引当金の増減額（減少：△）  △    ２８５ ２０１ ４８７ 
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 の 増 減 額  ― ３１４ ３１４ 
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △     ８０ △     ８１ △      ０ 
支 払 利 息 ２８１ ２４５ △     ３６ 
為 替 差 損 ５ △      ０ △      ５ 
投 資 有 価 証 券 評 価 損 ８５ ５ △     ８０ 
有価証券・投資有価証券売却損益  △     ８４ △     ２９ ５５ 
商 品 評 価 損  ９６ ― △     ９６ 
その 他の収益・ 費用の非 資 金 分 △     ６８ △     ５４ １４ 
売 上 債 権 の 減 少 額  ９２５ △  １，４４２ △  ２，３６８ 
未成工事支出金の増減額（増加：△）  △    ２２１ ５１４ ７３６ 
仕 入 債 務 の 増 加 額  ５０ １，２６４ １，２１３ 
未成工事受入金の増減額（減少：△）  ５２ △    ８３６ △    ８８８ 
そ の 他 資 産 ・ 負 債 の 増 減 額 ７５６ △     ４０ △    ７９７ 
固 定 資 産 売 却 ・ 除 却 損 益 ２２ ５３ ３０ 
  無 形 固 定 資 産 評 価 損 ― ９３ ９３ 

小     計 ６，９００ ６，４７３ △    ４２７ 
利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 ８１ ８１ ０ 
利 息 の 支 払 額  △    ２８９ △    ２３８ ５１ 
法 人 税 等 の 支 払 額  △  ２，１６６ △  ３，１６０ △    ９９３ 

  営業活動によるキャッシュ・フロー ４，５２５ ３，１５６ △  １，３６８ 
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    
定 期 預 金 の 預 入 に よ る 支 出 △    １９４ △    ３４９ △    １５４ 
定 期 預 金 の 払 戻 に よ る 収 入 ２３６ ３８１ １４４ 
有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 ３００ ― △    ３００ 

有 形 固 定 資 産 の 取得による 支 出 △    １７１ △    ２３９ △     ６８ 

有 形 固 定 資 産 の 売却による 収 入 ２９ ２２９ １９９ 
投 資 有 価 証 券 の 取得による 支 出 △    ３５７ △    ５５１ △    １９３ 
投 資 有 価 証 券 の 売却による 収 入 ２７１ １４１ △    １２９ 
子 会 社 株 式 の 取 得 に よ る 支 出  △     １０ ― １０ 
関 連 会 社 株 式 の 売却による 収 入 ― １６ １６ 
長 期 預 金 の 預 入 に よ る 支 出 △  ２，５００ ― ２，５００ 
貸 付 け に よ る 支 出  △      ７ △     ２７ △     １９ 
貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入 １１４ ７７ △     ３６ 
そ の 他 資 産 の 増 減 額 ５ ２０ １４ 

  投資活動によるキャッシュ・フロー △  ２，２８４ △    ３００ １，９８３ 
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    
短期借入金の純増減額（減少：△） △  １，４１８ △  １，８９２ △    ４７４ 
長 期 借 入 れ に よ る 収 入 １００ １８２ ８２ 
長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出  △    ５２８ △    ８２３ △    ２９４ 
社 債 の 発 行 に よ る 収 入 ― １００ １００ 
自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 △      ３ △     １０ △      ７ 
自 己 株 式 の 売 却 に よ る 収 入 ５９ ６１ １ 
少 数 株 主 へ の 配 当 金 の 支 払 額  △     ２８ △     ２９ △      ０ 
配 当 金 の 支 払 額  △    ４８０ △    ４８３ △      ３ 

  財務活動によるキャッシュ・フロー △  ２，２９９ △  ２，８９５ △    ５９５ 
Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △      ３ ０ ３ 
Ⅴ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 加 額  △     ６２ △     ３９ ２２ 
Ⅵ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額  ― ２１ ２１ 
Ⅶ 現 金 及び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高 １８，５２５ １８，４６３ △     ６２ 
Ⅷ 現 金 及び 現 金 同 等 物 の 期 末 残 高 １８，４６３ １８，４４５ △     １８ 
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［連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項］ 
前連結会計年度 

自 平成１５年４月 １日 
至 平成１６年３月３１日 

当連結会計年度 
自 平成１６年４月 １日 
至 平成１７年３月３１日 

１．連結の範囲に関する事項 
（１）連結子会社数 １２社 
主要な連結子会社の名称 
東邦建㈱ 
大明通産㈱ 
大明テレコム㈱ 
 前連結会計年度において連結子会社であった台東電気通信工
業㈱については、株式売却に伴う持分の減少により、連結子会
社から除外しております。 

１．連結の範囲に関する事項 
（１）連結子会社数 １３社 
主要な連結子会社の名称 
東邦建㈱ 
大明通産㈱ 
大明テレコム㈱ 
 前連結会計年度において非連結子会社であった㈱ＩＰテクノ
サービスは、重要性が増したことにより当連結会計年度より連
結の範囲に含めております。 

（２）非連結子会社数 ２社 
TELECOM  ENGINEERING  LANKA 
PRIVATE LIMITED 
㈱ＩＰテクノサービス 
上記の非連結子会社は、小規模であり、総資産、売上高、連結
純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）
等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないた
め、連結の範囲から除外しております。 
 

（２）非連結子会社数 １社 
TELECOM  ENGINEERING  LANKA 
PRIVATE LIMITED 
上記の非連結子会社は、小規模であり、総資産、売上高、連結
純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）
等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないた
め、連結の範囲から除外しております。 
 

２．持分法の適用に関する事項 
（１）持分法適用の関連会社数 １社 
㈱マルチメディア・テクノス 
前連結会計年度において持分法適用会社であった協栄電工㈱
については、株式売却に伴う持分の減少により、持分法適用会
社から除外しております。 

２．持分法の適用に関する事項 
（１）持分法適用の関連会社数 －社 
    前連結会計年度において持分法適用会社であった㈱マルチメ
ディア・テクノスについては、株式売却に伴う持分の減少によ
り、持分法適用会社から除外しております。 
 

（２）持分法を適用していない非連結子会社 
TELECOM  ENGINEERING  LANKA 
PRIVATE LIMITED 
㈱ＩＰテクノサービス 
上記の非連結子会社は、連結純損益及び利益剰余金等に及ぼす影
響が僅少であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の
範囲から除外しております。 

（２）持分法を適用していない非連結子会社 
TELECOM  ENGINEERING  LANKA 
PRIVATE LIMITED 
上記の非連結子会社は、連結純損益及び利益剰余金等に及ぼす影
響が僅少であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の
範囲から除外しております。 
 

（３）持分法を適用していない関連会社 
ENKAY ENTERPRISES (PRIVATE)  LIMITED 
上記の持分法非適用会社は、連結純損益及び利益剰余金等に及
ぼす影響が僅少であり、かつ全体としても重要性がないため、
持分法の適用範囲から除外しております。 

    

（３）持分法を適用していない関連会社 
同左 

    

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 
連結子会社のうち明成通信㈱の決算日は１月３１日であり、連
結決算日との差は３ヶ月以内であるため、当該連結子会社の事
業年度に係る財務諸表を基礎として連結を行っている。ただ
し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上
必要な調整を行っている。 
なお、その他の連結子会社の事業年度末日と連結決算日は一致
しております。 
 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 
   同左 
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前連結会計年度 
自 平成１５年４月 １日 
至 平成１６年３月３１日 

当連結会計年度 
自 平成１６年４月 １日 
至 平成１７年３月３１日 

４．会計処理基準に関する事項 
（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 
  イ．有価証券 
   その他有価証券 
     時価のあるもの 
      決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は 
      全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法 
      により算定） 

４．会計処理基準に関する事項 
（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 
  イ．有価証券 
   その他有価証券 
     時価のあるもの 
      同左 
 
 

     時価のないもの 
      移動平均法による原価法 

時価のないもの 
      同左 

  ロ．デリバティブ取引 
時価法 

  ロ．―――――――――――――  

  ハ．たな卸資産 
    未成工事支出金 
     個別法による原価法 
    材料貯蔵品 
     先入先出法による原価法 

  ハ．たな卸資産 
    未成工事支出金 
     同左 
    材料貯蔵品 
     同左 

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 
  イ．有形固定資産 
    定率法を採用しております。 
    ただし、平成１０年４月１日以降取得した建物（建物附属 
    設備を除く）については、定額法によっております。 
    また、取得価額１０万円以上２０万円未満の少額減価償却 
    資産については、３年間で均等償却する方法によっており 
    ます。 
    なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定 
    する方法と同一の基準によっております。 

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 
  イ．有形固定資産 

同左 

 ロ．無形固定資産 
    定額法を採用しております。 
    ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内におけ 
    る利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。 

  ロ．無形固定資産 
同左 

（３）重要な引当金の計上基準 
  イ．貸倒引当金 
    債権の貸倒による損失に備えるため、回収不能見込額を計 
    上しております。 

（３）重要な引当金の計上基準 
  イ．貸倒引当金 
    同左 

   ａ．一般債権 
     貸倒実績率によっております。 
   ｂ．貸倒懸念債権等 
     個別に債権の回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計 
     上しております。 

   ａ．一般債権 
     同左 
   ｂ．貸倒懸念債権等 
     同左 

  ロ．完成工事補償引当金 
当社及び主要な連結子会社は完成工事に係るかし担保の費用
に備えるため、過去一定期間の補償実績率による算定額を計上
しております。 
なお、従来法人税法の規定による限度相当額（法定繰入率） 
を計上していたが、経過措置の満了に伴い、当連結会計年度よ
り上記の方法を採用している。これに伴う連結財務諸表に与え
る影響は軽微であります。 

ロ．完成工事補償引当金 
当社及び主要な連結子会社は完成工事に係るかし担保の費用 
に備えるため、過去一定期間の補償実績率による算定額を計上
しております。 
 

  ハ．退職給付引当金 
    従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末におけ 
    る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当連結会 
    計年度末において発生していると認められる額を計上して 
    おります。 
    なお、会計基準変更時差異（４，４８１百万円）について 
    は、提出会社においては一時に費用処理し、東邦建㈱を除 
    く連結子会社においては３年による按分額を、東邦建㈱に 
    おいては５年による按分額を費用処理しております。 
過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内
の一定の年数（１５年）による定額法により費用処理しており
ます。 
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務年数
以内の一定の年数（１５年）による定額法により翌連結会計年
度から費用処理しております。 

ハ．退職給付引当金 
    同左 

 ニ．役員退職慰労引当金 
役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく連結会計
年度末要支給額を計上しております。 
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前連結会計年度 
自 平成１５年４月 １日 
至 平成１６年３月３１日 

当連結会計年度 
自 平成１６年４月 １日 
至 平成１７年３月３１日 

（４）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 
   外貨建金銭債権債務は、連結会計年度末の直物為替相場によ 
   り円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。 
   なお、在外子会社等の資産及び負債は、会計年度末の直物為 
   替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場に 
   より円貨に換算し、換算差額は資本の部における為替換算調 
   整勘定に含めております。 

（４）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 
   同左 
 

（５）重要なリース取引の処理方法 
   リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外 
   のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引 
   に係る方法に準じた会計処理によっております。 

（５）重要なリース取引の処理方法 
   同左 

（６）重要なヘッジ会計の方法 
  イ．ヘッジ会計の方法 
    繰延ヘッジ処理によっている。 
    ただし、特例処理の要件を満たす金利スワップについては、 
    特例処理を採用しております。 

（６）―――――――――――――  
 

  ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象 
   ａ．ヘッジ手段 
     デリバティブ取引（金利スワップ取引） 
   ｂ．ヘッジ対象 
     借入金に係る利息 

 

  ハ．ヘッジ方針 
借入金の金利変動リスクを回避する目的で行っており、ヘッジ対象
の識別は個別契約毎に行っております。 

 

  ニ．ヘッジ有効性評価の方法 
    金利スワップの特例処理の用件を満たしているため、有効性 
    の判定を省略しております。 

 

（７）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 
イ．完成工事高の計上基準 
    完成工事高の計上基準は工事完成基準によるほか、長期大型 
    請負工事（工期が３事業年度に亘り、請負金額１７億円以上 
    のもの）については、工事進行基準を採用しております。 

（７）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 
イ．完成工事高の計上基準 
    同左 

ロ．消費税等の会計処理 
消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 
 

ロ．消費税等の会計処理 
    同左 

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 
  連結子会社の資産及び負債の評価は、全面時価法によっており 
  ます。 

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 
同左 

６．連結調整勘定の償却に関する事項 
  連結調整勘定は、発生年度以降５年間で均等償却しております。 

６．連結調整勘定の償却に関する事項 
同左 

７．利益処分項目等の取扱いに関する事項 
  連結剰余金計算書は、連結会計期間において、確定した利益処分 
  に基づいて作成しております。 
 

７．利益処分項目等の取扱いに関する事項 
同左 

 

８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
  手元資金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来 
  する流動性の高い、容易に換金可能であり、かつ、価値の変動に 
  ついて僅少なリスクしか負わない短期的な投資としております。 

８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
同左 
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（会計方針の変更） 
前連結会計年度  

自 平成１５年４月 １日  
至 平成１６年３月３１日  

当連結会計年度  
自 平成１６年４月 １日  
至 平成１７年３月３１日  

―――――――――――――  （役員退職慰労引当金）  
 従来、役員退職慰労金については、支出時の費用として処理して
おりましたが、当連結会計年度から内規に基づく連結会計年度末要
支給額を役員退職慰労引当金として計上する方法に変更いたしま
した。この変更は、役員退職慰労引当金の計上が会計慣行として定
着しつつあることを踏まえ、役員在任期間にわたって合理的に費用
配分することにより、期間損益の適正化及び財務内容の健全化を図
るために行ったものであります。  
 この変更に伴い、当連結会計年度の発生額６５百万円は販売費及
び一般管理費に、また、過年度相当額３５６百万円は特別損失に計
上しております。  
 この結果、従来の方法と比べ、営業利益及び経常利益は６５百万
円、税金等調整前当期純利益は３１４百万円それぞれ減少しており
ます。  

 
 
 
（表示方法の変更） 

前連結会計年度  
自 平成１５年４月 １日  
至 平成１６年３月３１日  

当連結会計年度  
自 平成１６年４月 １日  
至 平成１７年３月３１日  

（連結損益計算書）  
従来「受取利息･配当金」に含めて表示していた「受取配当金」
は営業外収益合計の１００分の１０を超えたため、当連結会計
年度より「受取利息」及び「受取配当金」として区分掲記して
おります。  

―――――――――――――  

（連結キャッシュ・フロー計算書）  
「前連結会計年度において、財務活動によるキャッシュ･フロー
として独立掲記していた「短期借入れによる収入」（当連結会計
年度 46,284百万円）及び、「短期借入金の返済による支出」（当
連結会計年度△47,702百万円）は、表示科目の見直しを行った
ことにより、当連結会計年度から「短期借入金の純増減額（減少：
△）」として表示しております。  

―――――――――――――  

 
 
（追 加 情 報） 

前連結会計年度  
自 平成１５年４月 １日  
至 平成１６年３月３１日  

当連結会計年度  
自 平成１６年４月 １日  
至 平成１７年３月３１日  

―――――――――――――  （外形標準課税） 
 実務対応報告第１２号「法人事業税における外形標準課税部分の
損益計算書上の表示についての実務上の取り扱い」（企業会計基準
委員会（平成１６年２月１３日）が公表されたことに伴い、当連結
会計年度から同実務対応報告に基づき、法人事業税の付加価値割及
び資本割１００百万円を販売費及び一般管理費として処理してお
ります。  
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［注 記 事 項］ 
 （連結貸借対照表関係） 

前 連 結 会 計 年 度 末 
（平成１６年３月３１日）  

当 連 結 会 計 年 度 末 
（平成１７年３月３１日）  

１．受取手形裏書譲渡高          ９５百万円  
 

１．受取手形裏書譲渡高         １０８百万円  

２．非連結子会社及び関連会社に対するものは以下のとおりです。  
     投 資 有 価 証 券 
     （株   式）         １１百万円  
 

２．非連結子会社及び関連会社に対するものは以下のとおりです。  
     投 資 有 価 証 券 
     （株   式）          １百万円  
 

３．担保に供している資産  
  担保に供している資産は、以下のとおりです。  
 
     建      物       ４４９百万円  
     土      地     １，６３７百万円  
        計         ２，０８７百万円  
 

３．担保に供している資産  
  担保に供している資産は、以下のとおりです。  
 
     建      物       ２６２百万円  
     土      地       ８４１百万円  
        計         １，１０３百万円  
 

上記の担保提供資産に対する債務は以下のとおりです。  
 
     短 期 借 入 金       １８８百万円  
     長 期 借 入 金       ７７０百万円  

計           ９５８百万円  
 

上記の担保提供資産に対する債務は以下のとおりです。  
 
     短 期 借 入 金       １３６百万円  
     長 期 借 入 金       １３４百万円  

計           ２７１百万円  

４．保証債務  
  佐野ケーブルテレビ㈱の金融機関からの借入金２８０百万円に  
  対して保証を行っております。  
  なお、ほかに住宅ローン利用者のための保証債務７８８百万円  
  があります。  
 

４．保証債務  
  佐野ケーブルテレビ㈱の金融機関からの借入金２５７百万円に  
  対して保証を行っております。  
  なお、ほかに住宅ローン利用者のための保証債務７７１百万円  
  があります。  

５．土地の再評価  
連結子会社のうち東邦建㈱は、土地の再評価に関する法律  
（平成１０年３月３１日公布法律第３４号 最終改正平成  
１３年６月２９日）に基づき、事業用の土地の再評価を行  
っております。  
なお、連結決算上必要な調整を行い、再評価に係る繰延税  
金負債及び少数株主持分相当額を控除した金額を土地再評  
価差額金として資本の部に計上しております。  

（１）再評価の方法  
   土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年３月３１  
   日公布政令第１１９号）第２条第４項に定める地価税法  
   （平成３年法律第６９号）第１６条に規定する地価税の  
   課税価額の計算の基礎となる土地の価額を算定するため  
   に国税庁長官が定めて公表した方法により算定した価額  
   に合理的な調整を行って算出する方法によっております。  
（２）土地の再評価を行った年月日  
                   平成１４年３月３１日  
（３）再評価を行った土地の当期末における時価と再評価後の  
   帳簿価額との差額  

２２３百万円  
 

５．土地の再評価  
同左  

 
 
 
 
 
 
（１）再評価の方法  
   同左  
 
 
 
 
 
 
（２）土地の再評価を行った年月日  
   同左  
（３）再評価を行った土地の当期末における時価と再評価後の  
   帳簿価額との差額  

３１５百万円  
 

６．当社の発行済株式総数は以下のとおりです。  
     
     普 通 株 式   ４１，０５８，５８０株  
 
７．連結会社並びに関連会社が保有する連結財務諸表提出会社の  
株式の数は以下のとおりです。  

 
普 通 株 式      ８４４，６１７株  

 

６．当社の発行済株式総数は以下のとおりです。  
     
     普 通 株 式    ４１，０５９，３７０株  
 
７．連結会社並びに関連会社が保有する連結財務諸表提出会社の  
株式の数は以下のとおりです。  

 
     普 通 株 式       ６９０，７４３株  
 

８．当社は運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行４行とコミッ
トメントライン契約を締結しております。  
これら契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残高は次のと
おりです。  
 
コミットメントラインの総額  ３，０００百万円  
借入実行残高            －     
差引額            ３，０００百万円  
 

８． ―――――――――――――  
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（連結損益計算書関係） 
前連結会計年度  

自 平成１５年４月 １日  
至 平成１６年３月３１日  

当連結会計年度  
自 平成１６年４月 １日  
至 平成１７年３月３１日  

１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目と金額は以下のとおりで 
  す。  
    従業員給料手当      ３，０４１百万円  
    減価償却費          ２０７百万円  
    退職給付費用         ２４９百万円  
    貸倒引当金繰入額        ７１百万円  
     
 

１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目と金額は以下のとおりで 
  す。  
    従業員給料手当      ３，２３２百万円  
    減価償却費          ２１１百万円  
    退職給付費用         １９７百万円  
    貸倒引当金繰入額        ９６百万円  
    役員退職慰労引当金繰入額    ６５百万円  

２．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費は、２３６  
百万円であります。  

２．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費は、２８５  
百万円であります。  

３．保険解約返戻金は、郵便局の簡易保険及び生命保険会社の生命  
  保険を解約した際の保険料の戻入益であります。  

３．         同   左  

４．固定資産除却損は、主に当社所有の工具器具・備品等を処分し
たことによるもの（１９百万円）であります。  

 

４．固定資産除却損は、主に当社所有の建物及び工具器具・備品等
を処分したことによるもの（２４百万円）であります。  

 
―――――――――――――  ５．無形固定資産評価損は、電話加入権の評価損であります。  
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 （連結キャッシュ・フロー計算書関係） 
前連結会計年度  

自 平成１５年４月 １日  
至 平成１６年３月３１日  

当連結会計年度  
自 平成１６年４月 １日  
至 平成１７年３月３１日  

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されて  
  いる科目の金額との関係  
                 （平成１６年３月３１日）  
     現金及び預金勘定   １４，３５１百万円  
     有 価 証 券 勘 定    ４，４５０百万円  
     預入期間が３ヶ月を 
     超 え る 定 期 預 金  △   ３３７百万円  
     株式及び償還期間が 
     ３ヶ月を超える債券等        －百万円  
     現金及び現金同等物   １８，４６３百万円  
 

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されて  
  いる科目の金額との関係  
                 （平成１７年３月３１日）  
     現金及び預金勘定   １４，５００百万円  
     有 価 証 券 勘 定    ４，２５０百万円  
     預入期間が３ヶ月を 
     超 え る 定 期 預 金  △   ３０５百万円  
     株式及び償還期間が 
     ３ヶ月を超える債券等        －百万円  
     現金及び現金同等物   １８，４４５百万円  
 

２．      ――――――――――――――  ２．㈱ＩＰテクノサービスは、重要性が増したことにより当連結会計
年度より連結の範囲に含めております。  
これに伴い、現金及び現金同等物が増加していますが、その増加
額は「新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額」に独立して
表示しております。  



大明㈱【連結】 

 -22- 

 

５．セ グ メ ン ト 情 報 
 
 
１．事業の種類別セグメント情報 
前連結会計年度（自 平成１５年４月１日至 平成１６年３月３１日） 
  全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「電気通信設 
 備工事業・電気設備工事業」の割合が９０％を超えているため、記載を省略しております。 

 
当連結会計年度（自 平成１６年４月１日至 平成１７年３月３１日） 
  全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「電気通信設 
 備工事業・電気設備工事業」の割合が９０％を超えているため、記載を省略しております。 

 
 
２．所在地別セグメント情報 
前連結会計年度（自 平成１５年４月１日至 平成１６年３月３１日） 
    全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合がいずれ 
   も９０％を超えているため、記載を省略しております。 

 
当連結会計年度（自 平成１６年４月１日至 平成１７年３月３１日） 
    全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合がいずれ 
   も９０％を超えているため、記載を省略しております。 

 
 
３．海外売上高 
前連結会計年度（自 平成１５年４月１日至 平成１６年３月３１日） 
  海外売上高は連結売上高の１０％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

 
当連結会計年度（自 平成１６年４月１日至 平成１７年３月３１日） 
  海外売上高は連結売上高の１０％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 
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６．リ ー ス 取 引 関 係 
 
ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。 

 
 
 
 

７．関 連 当 事 者 と の 取 引 
 
 
当連結会計年度（自 平成１６年４月１日 至 平成１７年３月３１日） 
 
役員及び個人主要株主等 

（単位：百万円） 
関係内容  

属性  氏名  住所  
資本
金  
事業の内容
又は職業  

議決権等
の被所有
割 合 

役員の
兼任等  

事業上  
の関係  

取引の内容  
取引  
金額  
科   目 

期末  
残高  

営業取引（ネッ
トワーク工事の
発注など）  
（注 1）  

１２  
（債務）  
工事未払金  

４  

役員  三 原 種 昭 ─  ─  

当 社 代 表 
取 締 役 
㈱アイ・エ
ス・エス  
代表取締役 

直接

0.0％  
─ ─ 

不動産（建物）
の賃貸（注 2）  

０  
（債権）  
その他流動
資産  

０  

役員  大 友 誠 一 ─  ─  
当 社  
取締役  

直接

0.0％  
─ ─ 

不動産（社宅）
の賃貸（注 3）  

１  ─  ─  

役員  村 上 保 代 ─  ─  
当 社  
監査役  

直接

0.0％  
─ ─ 

不動産（社宅）
の賃貸（注 3）  

２  ─  ─  

取引条件及び取引条件の決定方針等  
（注）1 当社の請負金額及び㈱アイ・エス・エスから提示された見積工事価格を検討した上で決定している。 
（注）2、3 建物及び社宅の賃貸については、近隣の取引実勢に基づき賃貸料金額を決定している。 
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８．税 効 果 会 計 関 係 
 
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

（単位：百万円） 

 前連結会計年度 当連結会計年度 
繰 延 税 金 資 産   
有 価 証 券 評 価 損 ５４ １８６ 
固 定 資 産 評 価 損 等 ６５０ ４７８ 
貸倒引当金損金算入限度超過額  ４５７ ４８６ 
退職給与引当金算入限度超過額  １，８４０ １，９６４ 
繰 越 欠 損 金  ６２７ ４５６ 
大 明 共 済 会 留 保 金 等  ３７ ２５ 
未 払 事 業 税  １６７ １０５ 
未 払 賞 与 ― ５０５ 
役 員 退 職 慰 労 引 当 金  ― １２７ 
完 成 工 事 未 収 入 金  ３３８ ― 
そ の 他 １３３ １３５ 

繰 延 税 金 資 産 小 計 ４，３０７ ４，４７２ 
評 価 性 引 当 額  △  １，０３１ △  １，３５７ 

繰 延 税 金 資 産 合 計 ３，２７５ ３，１１４ 

   
繰 延 税 金 負 債   
固 定 資 産 圧 縮 積 立 金  ２９２ ２７７ 
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 ３４７ ４５５ 
退 職 給 付 信 託 設 定 益  １，１８７ １，１５４ 
そ の 他 ７９ １７ 

繰 延 税 金 負 債 合 計 １，９０６ １，９０５ 

繰 延 税 金 資 産 の 純 額 １，３６９ １，２０９ 

 

 
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 
法 定 実 効 税 率 

％ 
４２．０５ 

％ 
４０．６９ 

   
（調整）   
永久 に損金に算 入されない 項 目 ３．５７ ３．３１ 
永久 に益金に算 入されない 項 目 △  ０．１４ △  ０．２１ 
住 民 税 均 等 割 １．１２ ０．９３ 
評 価 性 引 当 に よ る も の １０．４８ ０．８９ 
連 結 調 整 勘 定 償 却 △  １．３０ △  ０．４１ 
そ の 他 ０．２６ ０．３２ 

 
税効果会計適用後の法人税等の負担率 

％ 
５６．０４ 

％ 
４５．５２ 
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９．有 価 証 券 関 係 
 
 
（前連結会計年度〔平成１６年３月３１日現在〕） 
 
１．その他有価証券で時価のあるもの（平成１６年３月３１日現在） 

   （単位：百万円） 

 取 得 原 価 連結貸借対照表計上額 差 額 
連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの 

   

 ①株 式 １，２５８ ２，２７７ １，０１９ 
 ②債 券    
   国債・地方債等 ― ― ― 
   社 債 ― ― ― 
   そ の 他 ― ― ― 
 ③そ の 他 ５５ ７２ １６ 
小     計 １，３１３ ２，３５０ １，０３６ 

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの 

   

 ①株 式 ６０７ ４２２ △   １８４ 
 ②債 券    
   国債・地方債等 ― ― ― 
   社 債 ― ― ― 
   そ の 他 ― ― ― 
 ③そ の 他 ５４８ ５４１ △     ６ 
小     計 １，１５６ ９６４ △   １９１ 
合     計 ２，４６９ ３，３１４ ８４４ 

 
 
２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成１５年４月１日 至 平成１６年３月３１日） 
                             （単位：百万円） 

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 
２４，４７６ ８３ ─ 
      

 
３．時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成１６年３月３１日現在） 
その他有価証券 
非上場株式（店頭売買株式を除く）      ３３１百万円 
マネー・マネジメント・ファンド       ２５０百万円 
コマーシャル・ペーパー         ４，１９９百万円 
 

４．当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について５３百万円の減損処理を行っております。 
   なお、下落率が３０～５０％の株式の減損にあっては、個別銘柄毎に、当連結会計年度における最高値・最安値と帳簿価格
との乖離状況等保有有価証券の時価水準を把握するとともに、発行体の外部信用格付や業績の推移・見通し、時価下落の内
的・外的要因等を勘案し、総合的に判断しております。 
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（当連結会計年度〔平成１７年３月３１日現在〕） 
 
１．その他有価証券で時価のあるもの（平成１７年３月３１日現在） 

   （単位：百万円） 

 取 得 原 価 連結貸借対照表計上額 差 額 
連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの 

   

 ①株 式 １，１６２ ２，５４１ １，３７９ 
 ②債 券    
   国債・地方債等 ― ― ― 
   社 債 ― ― ― 
   そ の 他 ― ― ― 
 ③そ の 他 ４４５ ４６６ ２１ 
小     計 １，６０８ ３，００８ １，４００ 

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの 

   

 ①株 式 ８１６ ５４０ △   ２７５ 
 ②債 券    
   国債・地方債等 ― ― ― 
   社 債 ― ― ― 
   そ の 他 ― ― ― 
 ③そ の 他 ５４７ ５３４ △    １２ 
小     計 １，３６３ １，０７５ △   ２８８ 
合     計 ２，９７１ ４，０８４ １，１１２ 

 
 
２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成１６年４月１日 至 平成１７年３月３１日） 
                             （単位：百万円） 

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 
６８ ７３ ０ 

      
 
３．時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成１７年３月３１日現在） 
その他有価証券 
非上場株式（店頭売買株式を除く）      ３０６百万円 
マネー・マネジメント・ファンド       ２５０百万円 
コマーシャル・ペーパー         ３，９９９百万円 
 

 
４．当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について、減損処理を行ったものはありません。 
   なお、下落率が３０～５０％の株式の減損にあっては、個別銘柄毎に、当連結会計年度における最高値・最安値と帳簿価格
との乖離状況等保有有価証券の時価水準を把握するとともに、発行体の外部信用格付や業績の推移・見通し、時価下落の内
的・外的要因等を勘案し、総合的に判断しております。 

 

 

 

 

１０．デ リ バ テ ィ ブ 取 引 関 係 
 
ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略している。 
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１１．退 職 給 付 関 係 
 
 
（前連結会計年度） 

 
１．採用している退職給付制度の概要 
当社及び国内関連子会社は、主として確定給付型・積立型の制度として適格退職金年金制度を、確定給付型・

非積立型の制度として退職一時金制度を設けております。また、従業員の退職等に際して退職給付会計に準拠

した数理計算による退職給付債務の対象とされない割増退職金を支払う場合があります。 

 
 
２．退職給付債務に関する事項（平成１６年３月３１日） 
①退 職 給 付 債 務 △１２，８３８ 百万円  
②年金資産（退職給付信託を含む） １０，４７４   
③未積立退職給付債務（①＋②） △ ２，３６４  
④会計基準変更時差異の未処理額 ５６  
⑤未 認 識 数 理 計 算 上 の 差 異 ３，４２３  
⑥未認識過去勤務債務（債務の減額） △ ２，４３６  
⑦連結貸借対照表計上額（純額）（③＋④＋⑤＋⑥） △ １，３２０  
⑧前 払 年 金 費 用 １２７   
⑨退 職 給 付 引 当 金 （ ⑦ － ⑧ ） △ １，４４８  
（注）一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用している。 

 
 
３．退職給付費用に関する事項（自 平成１５年４月１日 至 平成１６年３月３１日） 
①勤 務 費 用 ６２５  百万円  
②利 息 費 用 ２９２   
③期 待 運 用 収 益 △   ２２８  
④過 去 勤 務 債 務 の 費 用 処 理 額 △   １９９  
⑤会計基準変更時差異の費用処理額  ５６  
⑥数 理 計 算 上 の 差 異 ４１９   
⑦退 職 給 付 費 用 ９６６   
（注）１ 一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 
   ２ 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、①勤務費用に計上しております。 

 
 
４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 
①退職給付見込額の期間配分方法………勤務期間を基準とする方法 
②割 引 率……………………２．５％ 
③期 待 運 用 収 益…………………３．５％ 
④過去勤務債務の額の処理年数………１５年 
⑤数理計算上の差異の処理年数………１５年 
⑥会計基準変更時差異の処理年数………提出会社においては一時に費用処理し、東邦建㈱においては５年に

よる按分額を費用処理し、東邦建㈱を除く連結子会社においては３

年による按分額を費用処理しております。 
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（当連結会計年度） 

 
１．採用している退職給付制度の概要 
当社及び国内関連子会社は、主として確定給付型・積立型の制度として適格退職金年金制度を、確定給付型・

非積立型の制度として退職一時金制度を設けております。また、従業員の退職等に際して退職給付会計に準拠

した数理計算による退職給付債務の対象とされない割増退職金を支払う場合があります。 

 
 
２．退職給付債務に関する事項（平成１７年３月３１日） 
①退 職 給 付 債 務 △１２，９１３ 百万円  
②年金資産（退職給付信託を含む） １０，５５２   
③未積立退職給付債務（①＋②） △ ２，３６０  
④会計基準変更時差異の未処理額 ―  
⑤未 認 識 数 理 計 算 上 の 差 異 ３，１０３  
⑥未認識過去勤務債務（債務の減額） △ ２，２３６  
⑦連結貸借対照表計上額（純額）（③＋④＋⑤＋⑥） △ １，４９４  
⑧前 払 年 金 費 用 ８  
⑨退 職 給 付 引 当 金 （ ⑦ － ⑧ ） △ １，５０３  

（注）一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

 
 
３．退職給付費用に関する事項（自 平成１６年４月１日 至 平成１７年３月３１日） 
①勤 務 費 用 ６７１  百万円  
②利 息 費 用 ２９０  
③期 待 運 用 収 益 △   ２５９    
④過 去 勤 務 債 務 の 費 用 処 理 額 △   １９９    
⑤会計基準変更時差異の費用処理額  ５６  
⑥数 理 計 算 上 の 差 異 ２８２   
⑦退 職 給 付 費 用 ８４０   

（注）１ 一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 
     ２ 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、①勤務費用に計上しております。 

 
 
４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 
①退職給付見込額の期間配分方法………勤務期間を基準とする方法 
②割 引 率……………………２．５％ 
③期 待 運 用 収 益…………………３．５％ 
④過去勤務債務の額の処理年数………１５年 
⑤数理計算上の差異の処理年数………１５年 
⑥会計基準変更時差異の処理年数………提出会社においては一時に費用処理し、東邦建㈱においては５年によ

る按分額を費用処理し、東邦建㈱を除く連結子会社においては３年に

よる按分額を費用処理しております。 
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［１株当たり情報］ 
前連結会計年度 

自 平成１５年４月 １日 
至 平成１６年３月３１日 

当連結会計年度 
自 平成１６年４月 １日 
至 平成１７年３月３１日 

 １株当たり純資産額      ７３９円９７銭 
 

 １株当たり純資産額      ８０２円８６銭 
 

 １株当たり当期純利益      ４５円１７銭 
 

 １株当たり当期純利益      ７２円６６銭 
 

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益 
                 ４１円３０銭 

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益 
                 ６５円２８銭 

 
（注）１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

項目 
前連結会計年度  

自 平成１５年４月 １日 
至 平成１６年３月３１日 

当連結会計年度  
自 平成１６年４月 １日 
至 平成１７年３月３１日 

損益計算書上の当期純利益（百万円） １，８５２ ２，９７８ 
普通株式に帰属しない金額（百万円） 
（うち利益処分による役員賞与金） 

３５ 
（３５）

５０ 
（５０）

普通株式に係る当期純利益（百万円） １，８１７ ２，９２８ 
普通株式の期中平均株式数（千株） ４０，２３０  ４０，３１０  
潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用
いられた当期純利益調整額の主な内訳（百万円） 
支払利息（税額相当額控除後） 
事務手数料（税額相当額控除後） 

 
 

７１ 
２ 

７３ 
２ 

当期純利益調整額（百万円） ７４ ７５ 
潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に
用いられた普通株式増加数の主要な内訳（千株） 
転換社債  
新株予約権 

 
 

５，４３４ 
１３１  

５，４３４ 
２８０  

普通株式増加数（千株） ５，５６６ ５，７１５ 
希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り当期純利益の算定に含まれなかった潜在株式の概要 

― ― 
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［重要な後発事象］ 
  
 該当事項はありません。 
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上 場 会 社 名        大明株式会社 上場取引所 東証第１部 
コ ー ド 番 号        1943 本社所在都道府県 東京都 
（ＵＲＬ  http://www.daimei.co.jp/） 
代  表  者 役職名 代表取締役社長  氏名  三原 種昭 
問合せ先責任者 役職名 常務取締役経営管理本部長  氏名 原  昭史  ＴＥＬ（03）5434－1121 
決算取締役会開催日 平成 17 年 5月 13日 中間配当制度の有無            無 
配当支払開始予定日 平成 17 年 6月 30日 定時株主総会開催日 平成 17 年 6月 29日 
単元株制度採用の有無  有(１単元 1,000株） 
 
１． 17 年 3 月期の業績（平成 16 年 4月 1 日～平成 17年 3 月 31日） 
（1）経営成績 （注）百万未満は切り捨てて表示してあります 
 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 
17 年 3 月期 
16 年 3 月期 

91,176 
81,168 

12.3 
11.8 

5,117 
4,328 

18.2 
39.6 

4,819 
4,117 
 

17.0 
58.2 

 
 

当期純利益 
1 株 当 た り 
当 期 純 利 益 

潜 在 株 式 調 整 後 
１株当たり当期純利益  

株 主 資 本 
当期純利益率 

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高 
経常利益率 

 百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 

17 年 3 月期 
16 年 3 月期 

2,276 
1,906 

19.4 
116.5 

55 23 
46 49 

50 02 
42 46 

7.6 
6.8 

8.0 
7.2 

5.3 
5.1 

（注） ①期中平均株式数 17 年 3 月期 40,317,491 株 16 年 3 月期 40,249,208 株 
    ②会計処理の方法の変更   有 
     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
（2）配当状況 （注）百万未満は切り捨てて表示してあります 

1 株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 
配当金総額 
（年 間） 

配当性向 株主資本 
配 当 率     

  円 銭 円 銭  円 銭 百万円 ％ ％ 

17 年 3 月期 
16 年 3 月期 

15 00 
12 00 

－ 
－ 
15 00 
12 00 

605 
482 

26.6 
25.3 

2.0 
1.7 

（注） 17 年 3月期期末配当金の内訳 普通配当 6 円 00 銭、特別配当 9 円 00 銭 
 
（3）財政状態 （注）百万未満は切り捨てて表示してあります 

 総 資 産      株 主 資 本      株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円  銭 

17 年 3 月期 
16 年 3 月期 

61,513 
59,096 

30,955 
29,003 

 

50.3 
49.1 
 

765 57 
720 03 

（注） ①期末発行済株式数   17 年 3月期  40,368,627株 16 年 3 月期   40,232,550株 
      ②期末自己株式数     17 年 3月期    690,743株 16 年 3 月期     826,030株 
 
２．18 年 3月期の業績予想（平成 17 年 4 月 1日～平成 18 年 3 月 31 日） 

１株当たり年間配当金  
売 上 高     経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  
 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭 
中 間 期 
通   期 

39,500 
91,500 

2,030 
4,850 

1,020 
2,300 

――― 
――― 

――― 
15 00 

――― 
15 00 

（参考）１株当たり予想当期純利益(通期) 56 円 97銭 

（注）上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係
る本資料発表日現在における仮定を前提としています。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異な
る結果となる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項に
つきましては、添付資料の９ページをご参照ください。 
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１．個 別 財 務 諸 表 等 
 
１．貸借対照表 

（単位：百万円） 

前 期 末 

（平成 16年３月 31日） 

当 期 末 

（平成 17年３月31日） 
増 減 

     期  別 
 

科  目 
金  額 金  額 金  額 

（ 資 産 の 部 ）    
流 動 資 産 ４４，１７６ ４５，５２２ １，３４５ 
現 金 預 金 １１，３４１ １２，１１４ ７７３ 
受 取 手 形 ４７５ ２０１ △   ２７４ 
完成工事未収入金 ２０，４９７ ２２，３０７ １，８０９ 
売 掛 金 ５２２ ４７６ △    ４６ 
有 価 証 券 ４，４５０ ４，２５０ △   １９９ 
未 成 工 事 支 出 金  ４，４０６ ３，６８４ △   ７２１ 
材 料 貯 蔵 品 １９ ２２ ３ 
短 期 貸 付 金 １，１２８ １，３８４ ２５６ 
前 払 費 用 １７０ ４７ △   １２３ 
繰 延 税 金 資 産 ８１５ ８２２ ７ 
そ の 他 流 動 資 産  ８３９ ９４６ １０７ 
貸 倒 引 当 金 △   ４９０ △   ７３７ △   ２４６ 

    
固 定 資 産 １４，９１９ １５，９９１ １，０７１ 
有 形 固 定 資 産 ６，６３６ ６，５８０ △    ５５ 
建 物 ２，１２４ ２，０６４ △    ６０ 
構 築 物 ８６ ９２ ６ 
機 械 装 置 ３ ２ △     １ 
車 輛 運 搬 具 １１ １６ ５ 
工 具 器 具 ・ 備 品  ２１９ ２０９ △    １０ 
土 地 ４，１９１ ４，１９６ ４ 

    
無 形 固 定 資 産 １４８ ３９ △   １０８ 
ソ フ ト ウ ェ ア ５７ ３４ △    ２３ 
そ の 他 ９０ ５ △    ８５ 

    
投資その他の資産 ８，１３４ ９，３７０ １，２３６ 
投 資 有 価 証 券 ３，２９８ ４，０８９ ７９０  
長 期 預 金 ２，５００ ２，５００ ― 
関 係 会 社 株 式 ９５２ １，６３６ ６８４  
長 期 貸 付 金 １ ０ △     ０ 
従業員長期貸付金 ２９ ９ △    ２０ 
関係会社長期貸付金 １０ ９ △     １ 
破産債権、更正債権等 ６３３ ６２４ △     ９ 
繰 延 税 金 資 産 ５８４ ３９１ △   １９２ 
そ の 他 投 資 等 ９２６ ９４４ １７ 
貸 倒 引 当 金 △   ８０３ △   ８３５ △    ３２ 

    

資 産 合 計 ５９，０９６ ６１，５１３ ２，４１７ 
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（単位：百万円） 

前 期 末 

（平成 16年３月 31日） 

当 期 末 

（平成 17年３月31日） 
増 減 

     期  別 
 

科  目 金  額 金  額 金  額 
（ 負 債 の 部 ）    

流 動 負 債 １５，５５５ １５，７７８ ２２３ 

工 事 未 払 金 １０，８６４ １２，３２６ １，４６２ 

一年以内に返済期限の到来する長期借入金 ２ ２ ０ 

未 払 金 １，２９４ １，３４９ ５５ 

未 払 法 人 税 等 １，６５４ ９３０ △   ７２３ 

未 払 費 用 ６２ ６２ △     ０ 

未 成 工 事 受 入 金  １，５１１ ７０３ △   ８０７ 

預 り 金 １５３ ３８９ ２３５  

完成工事補償引当金 １１ １３ ２ 

    

固 定 負 債 １４，５３７ １４，７７９ ２４２  

転 換 社 債 ６，８７６ ６，８７５ △     １ 

長 期 借 入 金 ７，０１２ ７，００９ △     ２ 

退 職 給 付 引 当 金  ６４９ ６２０ △    ２８ 

役員退職慰労引当金 ─ ２７４ ２７４  

    

負 債 合 計 ３０，０９２ ３０，５５８ ４６５  

（ 資 本 の 部 ）    

資 本 金 ５，５７６ ５，５７７ ０ 

資 本 剰 余 金 ４，０７０ ４，０７１ ０ 

資 本 準 備 金 ４，０７０ ４，０７１ ０ 

利 益 剰 余 金 １９，１７７ ２０，９３２ １，７５４ 

利 益 準 備 金 ９１６ ９１６ ― 

任 意 積 立 金 １５，７９８ １７，１７３ １，３７４ 

退 職 給 与 積 立 金 ２４２ ２８６ ４４ 

固定資産圧縮積立金 ３７５ ３５６ △    １９ 

別 途 積 立 金 １５，１８０ １６，５３０ １，３５０ 

当 期 未 処 分 利 益  ２，４６１ ２，８４２ ３８０  

その他有価証券評価差額金  ４５０ ６０７ １５６  

自 己 株 式 △   ２７２ △   ２３３ ３９ 

    

資 本 合 計 ２９，００３ ３０，９５５ １，９５１ 

負 債 ・ 資 本 合 計  ５９，０９６ ６１，５１３ ２，４１７ 
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２．損益計算書 
 

（単位：百万円） 

       期 別 
 
科 目 

前   期 
自 平成１５年４月 １日 
至 平成１６年３月３１日 

当   期 
自 平成１６年４月 １日 
至 平成１７年３月３１日 

増    減 

  完 成 工 事 高  ８１，１６８  ９１，１７６  １０，００７ 

  完 成 工 事 原 価  ７１，１９５  ８０，０１８  ８，８２２ 

  完 成 工 事 総 利 益  ９，９７２  １１，１５７  １，１８４ 

  販売費及び一般管理費  ５，６４３  ６，０４０  ３９６ 

 営 業 利 益  ４，３２８  ５，１１７  ７８８ 

営 業 外 収 益       

 受 取 利 息 １１  ２５  １３  

 受 取 配 当 金 ８５  ８９  ３  

 不 動 産 賃 貸 料 １２  ４６  ３３  

 そ の 他 ３０ １３９ ４３ ２０４ １３ ６４ 

営 業 外 費 用       

 支 払 利 息 ６９  ７４  ５  

 社 債 利 息 １２４  １２３  △    ０  

 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 １０６  ２８０  １７３  

 為 替 差 損 １４  ―  △   １４  

 そ の 他 ３６ ３５１ ２４ ５０２ △   １２ １５１ 

 経 常 利 益  ４，１１７  ４，８１９  ７０１ 

特 別 利 益       

 投 資 有 価 証 券 売 却 益 ７６ ７６ １２ １２ △   ６４ △   ６４ 

特 別 損 失       

 役 員 退 職 慰 労 金 １  ―  △    １  

 過年度役員退職慰労引当金繰入額 ―  ３２５  ３２５  

 固 定 資 産 除 却 損 １９  ２４  ４  

 投 資 有 価 証 券 評 価 損 ８２  ５  △   ７６  

 無 形 固 定 資 産 評 価 損 ― １０３ ８４ ４４０ ８４ ３３７ 

 税引前当期純利益（又は損失）  ４，０９０  ４，３９０  ３００ 

 法人税、住民税及び事業税 ２，４３８  ２，０３７  △  ４０１  

 法 人 税 等 調 整 額 △  ２５３ ２，１８５ ７６ ２，１１３ ３３０ △   ７０ 

 当期純利益（又は損失）  １，９０６  ２，２７６  ３７０ 

 前 期 繰 越 利 益  ５５９  ５６９  １０ 

自 己 株 式 処 分 差 損  △    ５  △    ４  １ 

 退職給与積立金取崩額  １  ―  △    １ 

 当 期 未 処 分 利 益  ２，４６１  ２，８４２  ３８０ 
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２．利  益  処  分 （案） 

 
（単位：百万円） 

 

科   目 

前   期 

（平成１６年３月期） 

当   期 

（平成１７年３月期） 
増   減 

当 期 未 処 分 利益 ２，４６１ ２，８４２ ３８０  

    

    

任意積立金取崩額    

固定資産圧縮積立金取崩額  １８ １７ △０ 

退職給与積立金取崩額 ─ ２８６  ２８６  

    

計 ２，４８０ ３，１４６ ６６６  

    

これを次のとおり 処分します     

    

利 益 処 分 額 １，９１０ ２，４５５ ５４４  

利 益 配 当 金 ４８２  ６０５  １２２  

    

取 締 役 賞 与 金 ３５ ５０ １５ 

任 意 積 立 金 １，３９２ １，８００ ４０７  

退 職 給 与 積 立金 ４４ ─ △４４ 

固定資産圧縮積立金 △ １ ─ １ 

別 途 積 立 金 １，３５０ １，８００ ４５０  

    

    

次 期 繰 越 利 益 ５６９  ６９０  １２１  

（注）固定資産圧縮積立金の取崩額は、租税特別措置法に基づくものであります。 

 
 
 
 １株当たり配当金 

１６年３月期 １７年３月期 
 

年間 中間 期末 年間 中間 期末 

普通（旧）株式 
（内訳） 

円 銭 
 
 

円 銭 
 
 

円 銭 
 
 

円 銭 
 
 

円 銭 
 
 

円 銭 
 
 

普通配 ６ ００ ―  ６ ００ ６ ００ ―  ６ ００ 

特別配 ６ ００ ―  ６ ００ ９ ００ ―  ９ ００ 
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［財務諸表作成の基本となる重要な事項］ 

前 期 
自 平成１５年４月 １日 
至 平成１６年３月３１日 

当 期 
自 平成１６年４月 １日 
至 平成１７年３月３１日 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 
  ａ．子会社株式及び関連会社株式 
    移動平均法による原価法 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 
  ａ．子会社株式及び関連会社株式 
同左 

  ｂ．その他有価証券 
    時価のあるもの 
     決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差 
     額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移 
     動平均法により算定） 

  ｂ．その他有価証券 
    時価のあるもの 
     同左 

    時価のないもの 
    移動平均法による原価法 

時価のないもの 
同左 

 
２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 
  未成工事支出金 
   個別法による原価法 
  材料貯蔵品 
   先入先出法による原価法 
 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 
   未成工事支出金 
同左 

   材料貯蔵品 
同左 

 
３．固定資産の減価償却の方法 
（１）有形固定資産 
   定率法によっております。 
   ただし、平成１０年４月１日以降取得した建物（建物附 
   属設備を除く）については、定額法によっております。 
   また、取得価額１０万円以上２０万円未満の少額減価償 
   却資産については、３年間で均等償却する方法によって 
   おります。 
   なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規 
   定する方法と同一の基準によっております。 
 

３．固定資産の減価償却の方法 
（１）有形固定資産 
同左 

 
 

（２）無形固定資産 
   定額法によっております。 
   ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内にお 
   ける利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。 
 

（２）無形固定資産 
同左 

 
 

４．引当金の計上基準 
（１）貸倒引当金 
   債権の貸倒による損失に備えるため、回収不能見込額を 
   計上しております。 

４．引当金の計上基準 
（１）貸倒引当金 
同左 

 
   ａ．一般債権 
     貸倒実績率によっております。 
   ｂ．貸倒懸念債権等 
     個別に債権の回収可能性を勘案し、回収不能見込額 
     を計上しております。 

ａ．一般債権 
同左 
ｂ．貸倒懸念債権等 
同左 

 
（２）完成工事補償引当金 
完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、過去一定期 
間の補償実績率による算定額を計上しております。 
なお、従来法人税法の規定による限度相当額（法定繰入率） 
を計上しておりましたが、経過措置の満了に伴い、当期か 
ら上記の方法を採用しております。 
これに伴う財務諸表に与える影響は軽微であります。 

（２）完成工事補償引当金 
完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、過去一定期 
間の補償実績率による算定額を計上しております。 
 

 

（３）退職給付引当金 
   従業員の退職給付に備えるため、当会計年度末における 
   退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当期末に 
   おいて発生していると認められる額を計上しております。 
   過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期 
   間以内の一定の年数（１５年）による定額法により費用 
   処理しております。 
   数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤 
   務年数以内の一定の年数（１５年）による定額法により 
   翌事業年度から費用処理しております。 

（３）退職給付引当金 
同左 

――――――――――――――――――― （４）役員退職慰労引当金 
   役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当期 
   末要支給額を計上しております。 
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前 期 
自 平成１５年４月 １日 
至 平成１６年３月３１日 

当 期 
自 平成１６年４月 １日 
至 平成１７年３月３１日 

５．完成工事高の計上基準 
  完成工事高の計上基準は工事完成基準によるほか、長期大 
  型請負工事（工期が３事業年度に亘り、請負金額１７億円 
  以上のもの）については、工事進行基準を採用しております。 
 

５．完成工事高の計上基準 
同左 
 

６．リース取引の処理方法 
  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以 
  外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借 
  取引にかかる方法に準じた会計処理によっております。 
 

６．リース取引の処理方法 
同左 
 

７．消費税等の会計処理 
  消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 
 

７．消費税等の会計処理 
  同左 
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（会計方針の変更） 

前 期 
自 平成１５年４月 １日 
至 平成１６年３月３１日 

当 期 
自 平成１６年４月 １日 
至 平成１７年３月３１日 

――――――――――――――――――― （役員退職慰労引当金） 
従来、役員退職慰労金については、支出時の費用として処理
しておりましたが、当期から内規に基づく当期末要支給額を
役員退職慰労引当金として計上する方法に変更いたしまし
た。この変更は、役員退職慰労引当金の計上が会計慣行とし
て定着しつつあることを踏まえ、役員在任期間にわたって合
理的に費用配分することにより、期間損益の適正化及び財務
内容の健全化を図るために行ったものであります。 
この変更に伴い、当期の発生額５６百万円は販売費及び一般
管理費に、また、過年度相当額３２５百万円は特別損失に計
上しております。 
この結果、従来の方法と比べ、営業利益及び経常利益は５６
百万円、税引前当期純利益は２７４百万円それぞれ減少して
おります。 

 
 
 
 
（表示方法の変更） 
 

前 期 
自 平成１５年４月 １日 
至 平成１６年３月３１日 

当 期 
自 平成１６年４月 １日 
至 平成１７年３月３１日 

（損益計算書） 
「有価証券利息」は、金額的重要性が乏しくなったため、当
期より「受取利息」に含めて表示しております。なお､「受
取利息」に含めた「有価証券利息」は５百万円であります。 

――――――――――――――――――― 

 
 
 
 
（追加情報） 
 

前 期 
自 平成１５年４月 １日 
至 平成１６年３月３１日 

当 期 
自 平成１６年４月 １日 
至 平成１７年３月３１日 

――――――――――――――――――― （外形標準課税） 
実務対応報告第１２号「法人事業税における外形標準課税部
分の損益計算書上の表示についての実務上の取り扱い」（企
業会計基準委員会（平成１６年２月１３日）が公表されたこ
とに伴い、当期から同実務対応報告に基づき、法人事業税の
付加価値割及び資本割９１百万円を販売費及び一般管理費
として処理しております。 

 



大明㈱【個別】 

 -39- 

 
［注 記 事 項］ 
 
（貸借対照表関係） 

前 期 末 
平成１６年３月３１日現在 

当 期 末 
平成１７年３月３１日現在 

１．関係会社に対するものは以下のとおりであります。 
短期貸付金 １,１００百万円 
工事未払金 ５,４４９百万円 
 

１．関係会社に対するものは以下のとおりであります。 
短期貸付金  １，３６３百万円 
工事未払金 ５，９１１百万円 

２．住宅ローン利用者のための保証債務 
７８８百万円 

 

２．住宅ローン利用者のための保証債務 
７７１百万円 

３．有形固定資産の減価償却累計額 
４，４１３百万円 

 

３．有形固定資産の減価償却累計額 
４，３７５百万円 

４．会社が発行する株式の総数 
    普通株式 １６０，０００，０００株 
発行済株式の総数  

普通株式    ４１，０５８，５８０株   
自己株式数     

普通株式  ８２６，０３０株 
 

４．会社が発行する株式の総数 
    普通株式     １６０，０００，０００株 
発行済株式の総数  

普通株式    ４１，０５９，３７０株   
自己株式数     

普通株式  ６９０，７４３株 
 

（当期中の発行済株式数の増加又は減少） 
ａ.自己株式の取得及び処分等 
① 取得株式 
単元未満株式の買取りによる取得 
普通株式   ４，４２８株 
取得価額の総額  １百万円 

 
② 処分株式 
普通株式 １８９，０００株 
処分価額の総額 ６２百万円 

 
――――――――――――――― 

 

（当期中の発行済株式数の増加又は減少） 
ａ．自己株式の取得及び処分等 
① 取得株式 
単元未満株式の買取りによる取得 
普通株式   １２，７１３株 
取得価額の総額  ９百万円 

 
② 処分株式 
普通株式 １４８，０００株 
処分価額の総額 ４８百万円 
 

ｂ．第３回無担保転換社債の転換による株式の発行 
発行株式数 ７９０株 
転換価格 １，２６５円２０銭 
資本組入額           ０百万円 

 
５．配当制限 
 商法施行規則第１２４条第３号に規定する資産に時価を付し 
 たことにより増加した純資産額は４５０百万円であります。 
 

５．配当制限 
 商法施行規則第１２４条第３号に規定する資産に時価を付し 
 たことにより増加した純資産額は６０７百万円であります。 

６．（追加情報） 
 当社は運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行４行とコ 
 ミットメントライン契約を締結しております。 
これら契約に基づく当期末の借入未実行残高は次のとおりで 
あります。 
 
コミットメントラインの総額  ３，０００百万円 
借入実行残高           － 百万円 
差引額            ３，０００百万円 
 

――――――――――――――― 
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（損益計算書関係） 

 前 期 
自 平成１５年４月 １日 
至 平成１６年３月３１日 

 当 期 
自 平成１６年４月 １日 
至 平成１７年３月３１日 

１．関係会社との取引に係るものが以下のとおり含まれており 
  ます。 
 
     材 料 費     ２，９２０百万円 
     外 注 費    ３２，３９３百万円 
     経 費       １１４百万円  
        計         ３５，４２８百万円 
     受 取 配 当 金   ２４百万円 
 

１．関係会社との取引に係るものが以下のとおり含まれており 
  ます。 
 
     材 料 費     ３，８３９百万円 
     外 注 費    ３３，０８２百万円 
     経 費       ２００百万円  
        計        ３７，１２２百万円 
     受 取 配 当 金 ２６百万円 
 

２．販売費及び一般管理費のうち主要な費目と金額は以下のとおり
であります。 
     従業員給料手当     ２，７２２百万円 
     減 価 償 却 費       １１３百万円 
     退 職 給 付 費 用       ２１７百万円 
     貸倒引当金繰入額        ７１百万円 
 

２．販売費及び一般管理費のうち主要な費目と金額は以下のとおり
であります。 
     従業員給料手当     ２，８５８百万円 
     減 価 償 却 費       １２０百万円 
     退 職 給 付 費 用       １７３百万円 
     貸倒引当金繰入額        ２３百万円 
     役員退職慰労引当金繰入額         ５６百万円 
 

３．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費は、 
２３６百万円であります。 

３．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費は、 
２８５百万円であります。 

４．固定資産除却損は、当社所有の工具器具・備品等を処分したこ
とによるもの（１９百万円）であります。 

４．固定資産除却損は、当社所有の建物及び工具器具・備品等を処
分したことによるもの（２４百万円）であります。 

――――――――――――――― ５．無形固定資産評価損は、電話加入権の評価損であります。 

 
 
 
 
 

３．リ ー ス 取 引 関 係 
 
 
ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。 
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４．有 価 証 券 関 係 
 
 
（前 期 末〔平成１６年３月３１日現在〕） 
 

有  価  証  券 
 
  子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 
                                       （単位：百万円） 

区 分 貸借対照表計上額 時 価 差 額 

子 会 社 株 式 ３３１ ４３６ １０４ 

合 計 ３３１ ４３６ １０４ 

 
 
 
（当 期 末〔平成１７年３月３１日現在〕） 
 

有  価  証  券 
 
  子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 
                                       （単位：百万円） 

区 分 貸借対照表計上額 時 価 差 額 

子 会 社 株 式 ３３１ ６００ ２６９ 

合 計 ３３１ ６００ ２６９ 
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５．税 効 果 会 計 関 係 
 
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

（単位：百万円） 

 前   期 当   期 
繰 延 税 金 資 産   
有 価 証 券 評 価 損 ２１ １６１  
固 定 資 産 評 価 損 等 ６００  ４３２  
貸倒引当金損金算入限度超過額 ４８６  ５９２  
退職給与引当金損金算入限度超過額 １，６０２ １，６２８ 
大 明 共 済 会 留 保 金 等 ３７ ２４ 
未 払 事 業 税 １４５  ７４ 
完 成 工 事 未 収 入 金 ３３８  ― 
未 払 賞 与 ― ４４４  
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 ― １１１  
そ の 他 １５９  ３１ 
繰 延 税 金 資 産 小 計 ３，３９１ ３，５０２ 
 評 価 性 引 当 額 △   ２５１ △   ４８４ 
繰 延 税 金 資 産 合 計 ３，１４０ ３，０１８ 
   
繰 延 税 金 負 債   
固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 ２４４  ２３２ 
退 職 給 付 信 託 設 定 益 １，１８７ １，１５４ 
そ の 他有価証券評価差額金 ３０９  ４１６  
繰 延 税 金 負 債 合 計 １，７４１ １，８０３ 
繰 延 税 金 資 産 の 純 額 １，３９９ １，２１４ 

 
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 
 

 前   期 当   期 
 
法 定 実 効 税 率 

％ 
４２．０５ 

％ 
４０．６９ 

   
（調整）   

永久に損金に算入されない項目 ３．７４ １．６２ 
永久に益金に算入されない項目 △ ０．４０ △ ０．５０ 
住 民 税 均 等 割 １．０３ ０．９４ 
評 価 性 引 当 に よ る も の  ６．１４ ５．３１ 
そ の 他 ０．８３ ０．０８ 
 
税効果会計適用後の法人税等の負担率 

％ 
５３．３９ 

％ 
４８．１４ 
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［1 株当たり情報］ 

前 期 
自 平成１５年４月 １日 
至 平成１６年３月３１日 

当 期 
自 平成１６年４月 １日 
至 平成１７年３月３１日 

１株当たり純資産額              ７２０円０３銭 
 

１株当たり純資産額              ７６５円５７銭 
 

１株当たり当期純利益              ４６円４９銭 
 

１株当たり当期純利益              ５５円２３銭 
 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益       ４２円４６銭 
 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益       ５０円０２銭 
 

  
（注）１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎 
 

項  目 
前 期 
自 平成１５年４月 １日 
至 平成１６年３月３１日 

当 期 
自 平成１６年４月 １日 
至 平成１７年３月３１日 

損益計算書上の当期純利益（百万円） １，９０６ ２，２７６ 
普通株主に帰属しない金額（百万円） 
 （うち利益処分による役員賞与金） 

３５ 
(３５) 

５０ 
（５０） 

普通株式に係る当期純利益（百万円） １，８７１ ２，２２６ 
普通株式の期中平均株式数（千株） ４０，２４９  ４０，３１７  

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いられた 
当期純利益調整額の主要な内訳（百万円） 
 支払利息（税額相当額控除後） 
事務手数料（税額相当額控除後） 

 
 

７１ 
２ 

 
 

７３ 
２ 

当期純利益調整額（百万円） ７４ ７５ 
潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いられた 
普通株式増加数の主要な内訳（千株） 
 転換社債 
 新株予約権 

 
 

５，４３４ 
１３１  

 
 

５，４３４ 
２８０  

普通株式増加数（千株） ５，５６６ ５，７１５ 
希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり当期 
純利益の算定に含まれなかった潜在株式の概要 

―  ― 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
［重要な後発事象］ 
 
 該当事項はありません。 
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６．種別完成工事高及び受注高等 

 

（単位：百万円） 

前 期 
自 平成１５年４月 １日  
至 平成１６年３月３１日  

当 期 
自 平成１６年４月 １日  
至 平成１７年３月３１日  

増 減 
       期   別 
 
区    分 

金  額 構成 比 率 （ ％ ）  金  額 構成 比 率 （ ％ ）  金  額 構成 比 率 （ ％ ）  
ＮＴＴネットワークエンジニアリング ５，４５０ ３３．５ ４，６２２ ３２．１ △  ８２８ △ １５．２ 

モバイルネットワークソリューション ５，８８１ ３６．１ ４，５７５ ３１．７ △１，３０５  △ ２２．２ 

I T ソ リ ュ ー シ ョ ン ４９２ ３．０ ５４８ ３．８ ５６  １１．４ 

総合設備エンジニアリング ４，４４９ ２７．４ ４，６７９ ３２．４ ２２９  ５．２ 

前
期
繰
越
高 

合    計 １６，２７３ １００  １４，４２５ １００ △１，８４７  △ １１．４ 

ＮＴＴネットワークエンジニアリング ３２，０７０ ４０．４ ３２，８７２ ３５．７ ８０１ ２．５ 

モバイルネットワークソリューション ３０，９９３ ３９．１ ４２，３６７ ４５．９ １１，３７３  ３６．７ 

I T ソ リ ュ ー シ ョ ン ５，５５５ ７．０ ５，８４３ ６．３ ２８８ ５．２ 

総合設備エンジニアリング １０，７００ １３．５ １１，１３７ １２．１ ４３７  ４．１ 

当
期
受
注
高 

合    計 ７９，３２０ １００ ９２，２２０ １００ １２，９００ １６．３ 

ＮＴＴネットワークエンジニアリング ３２，８９９ ４０．５ ３３，７４０ ３７．０ ８４１ ２．６ 

モバイルネットワークソリューション ３２，２９９ ３９．８ ３８，４９０ ４２．２ ６，１９０ １９．２ 

I T ソ リ ュ ー シ ョ ン ５，４９９ ６．８ ５，７５５ ６．３ ２５６  ４．７ 

総合設備エンジニアリング １０，４７０ １２．９ １３，１９０ １４．５ ２，７１９ ２６．０ 

完
成
工
事
高 

合    計 ８１，１６８ １００ ９１，１７６ １００ １０，００７ １２．３ 

ＮＴＴネットワークエンジニアリング ４，６２２ ３２．１ ３，７５４ ２４．３ △  ８６８  △ １８．８ 

モバイルネットワークソリューション ４，５７５ ３１．７ ８，４５２ ５４．６ ３，８７６ ８４．７ 

I T ソ リ ュ ー シ ョ ン ５４８ ３．８ ６３６ ４．１ ８７ １６．０ 

総合設備エンジニアリング ４，６７９ ３２．４ ２，６２６ １７．０ △２，０５２ △ ４３．９ 

次
期
繰
越
高 

合    計 １４，４２５ １００ １５，４７０ １００ １，０４４ ７．２ 
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＜事業区分変更前＞                             （単位：百万円） 

前 期 
自 平成１５年４月 １日  
至 平成１６年３月３１日  

当 期 
自 平成１６年４月 １日  
至 平成１７年３月３１日  

増 減 
       期   別 
 
区    分 

金  額 構成 比 率 （ ％ ）  金  額 構成 比 率 （ ％ ）  金  額 構成 比 率 （ ％ ）  

ＮＴＴ ネットワークシステム （所 外） 工事 ４，２７７ ２６．３ ３，９１６ ２７．２ △  ３６０ △  ８．４ 

ＮＴＴ ネットワークシステム （所 内） 工事 １，１７３ ７．２ ７０５ ４．９ △  ４６７  △ ３９．９ 

ＮＴＴ工事 小計 ５，４５０ ３３．５ ４，６２２ ３２．１ △  ８２８  △ １５．２ 

移 動 通 信 工 事 ５，８８１ ３６．１ ４，５７５ ３１．７ △１，３０５  △ ２２．２ 

一般システム工事 ４，９４１ ３０．４ ５，２２７ ３６．２ ２８５  ５．８ 

海 外 工 事 ― ― ― ― ―  ― 

前
期
繰
越
高 

合    計 １６，２７３ １００ １４，４２５ １００ △１，８４７  △ １１．４ 

ＮＴＴ ネットワークシステム （所 外） 工事 ２８，３２７ ３５．７ ２８，５３５ ３０．９ ２０７ ０．７ 

ＮＴＴ ネットワークシステム （所 内） 工事 ３，７４３ ４．７ ４，３３７ ４．７ ５９４  １５．９ 

ＮＴＴ工事 小計 ３２，０７０ ４０．４ ３２，８７２ ３５．６ ８０１ ２．５ 

移 動 通 信 工 事 ３０，９９３ ３９．１ ４２，３６７ ４６．０ １１，３７３ ３６．７ 

一般システム工事 １６，２５８ ２０．５ １６，９８１ １８．４ ７２２ ４．４ 

海 外 工 事 △２ ０．０ ― ― ２  △１００．０ 

当
期
受
注
高 

合    計 ７９，３２０ １００ ９２，２２０ １００ １２，９００ １６．３ 

ＮＴＴ ネットワークシステム （所 外） 工事 ２８，６８８ ３５．３ ２９，５５４ ３２．４ ８６６ ３．０ 

ＮＴＴ ネットワークシステム （所 内） 工事 ４，２１０ ５．２ ４，１８５ ４．６ △   ２４  △  ０．６ 

ＮＴＴ工事 小計 ３２，８９９ ４０．５ ３３，７４０ ３７．０ ８４１ ２．６ 

移 動 通 信 工 事 ３２，２９９ ３９．８ ３８，４９０ ４２．２ ６，１９０ １９．２ 

一般システム工事 １５，９７２ １９．７ １８，９４５ ２０．８ ２，９７３ １８．６ 

海 外 工 事 △２ ０．０ ― ― ２  △１００．０ 

完
成
工
事
高 

合    計 ８１，１６８ １００ ９１，１７６ １００ １０，００７ １２．３ 

ＮＴＴ ネットワークシステム （所 外） 工事 ３，９１６ ２７．２ ２，８９７ １８．７ △１，０１９  △ ２６．０ 

ＮＴＴ ネットワークシステム （所 内） 工事 ７０５ ４．９ ８５６ ５．６ １５１  ２１．４ 

ＮＴＴ工事 小計 ４，６２２ ３２．１ ３，７５４ ２４．３ △  ８６８  △ １８．８ 

移 動 通 信 工 事 ４，５７５ ３１．７ ８，４５２ ５４．６ ３，８７６ ８４．７ 

一般システム工事 ５，２２７ ３６．２ ３，２６３ ２１．１ △１，９６４ △ ３７．６ 

海 外 工 事 ― ― ― ― ― ― 

次
期
繰
越
高 

合    計 １４，４２５ １００ １５，４７０ １００ １，０４４ ７．２ 
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７．役  員  の  異  動 
 

 

（１）代表者の異動 

    該当事項はありません。 

 

（２）その他の役員の異動 (平成１７年６月２９日予定) 

① 新任取締役候補 

代表取締役副社長 八木橋  五 郎  （現 東日本電信電話株式会社 代表取締役副社長） 

非常勤取締役 上 倉  康 弘  （現 古河電気工業株式会社  

情報通信カンパニー技術統括（CTO）） 

 

② 退任予定取締役 

取締役相談役 西 村  守 正  （当社 相談役就任予定） 

 


